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午前10時０分開議 

 

開          議 

○議長（中村進一） ただいまから本日の会議を開きます。 

 

質          問 

○議長（中村進一） 日程第１、県政に対する質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。５番 山本里香議員。 

   〔５番 山本里香議員登壇・拍手〕 

○５番（山本里香） おはようございます。日本共産党の山本里香です。四日

市市選出です。 

 通告に従いまして一般質問を始めさせていただきます。声の調子がこんな

ようですけれども、頑張って30分乗り切りたいと思います。 

 さて、まず初めに、知事の政治姿勢について２点お伺いをしたいと思いま

す。 

 ７月19日に就任された上島憲監査委員におかれましては、知事より選任同

意議案として提案されて、議会が同意いたしました。議会に提出された当時、

プロフィール紹介では、会社社長及び伊勢市商工会議所会頭ということでし

た。日本共産党では、県からの補助金交付団体である商工会議所の役職につ

いておられることが気になりましたが、地方公務員法によると、当該の監査

のときは外れるということとなっておりますのでよしとしました。 
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 ところが、10月12日の知事定例記者会見において、上島監査委員が知事の

伊勢での後援会長であることを知りびっくりしたわけですが、事実でしょう

か。 

 地方自治法第198条の２において、「普通地方公共団体の長又は副知事若

しくは副市町村長と親子、夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者は、監査委員と

なることができない。」とありますが、後援会会長といえば家族も同然、政

治的には家族以上とも言えます。知事は、記者会見でこのことに言及される

と、僕が上島さんというふうに選んだわけじゃありません、適切なプロセス

で選ばれているので特段問題はないと言い放たれました。 

 また、私は、委員御本人さんが受けられたことにも驚きを禁じ得ませんが、

僕じゃない、監査委員事務局が選んだなんてなすりつけも通用しないと思い

ます。問題ありです。上島監査委員の罷免を要求したいところですけれども、

この事実についていかがでしょうか、お伺いをいたします。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 監査委員の選任についてお伺いがありました。 

 監査委員につきましては、地方自治法第196条に基づき、知事が議会の同

意を得て、人格が高潔で、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他

行政運営に関し優れた識見を有する者を選任することとなっております。 

 今年度において、前監査委員の任期満了に伴い後任が必要となったことか

ら、適切な候補者と考えられる人材を選定し、欠格条項に該当しないことも

踏まえ選任いたしました。 

 新委員は、企業家として数々の企業経営に携わるとともに、地元経済の発

展にも御尽力いただいております。こうした経歴から、財務管理、事業の経

営管理に関する経験も豊富で、すぐれた見識を有している人物であると考え

られることから監査委員に選任したものであります。 

 新委員は、全体の奉仕者として、誠実かつ公正に職務を執行することを宣

誓した上で、選任後も公正、的確に監査に当たっています。今後もこれまで

の経験を生かして監査委員の職責を果たしていただきたいと考えております。 
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 選定に当たりましては、これまでの選任同意案件同様の庁内プロセスに基

づき協議をし、議会に上程させていただきました。また、新委員は就任後も、

先ほども言いましたけれども、先日提出された定期監査を見ていただければ

わかりますよう、いわゆる手心を加えたりするようなことなく、公正に職務

を行っていただいております。さらに言えば、監査は１人で行うものではな

く、議会から選出されている２名の方々を加え、合議や相互チェックにより

行われるものであることから、そもそも適切に行われていると考えておりま

す。 

 なお、このように、法的あるいは執行上、何ら問題はないものの、あらぬ

誤解を受けたり、新委員に御迷惑をおかけしてはなりませんので、新委員に

は私の後援会の役職をおりていただくこととしております。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） お考えを伺いました。 

 人格が高潔で能力が大変高い方だということは、それは事実だろうという

ふうに思います。けれども、今、決まりに基づいた中できちんと選ばれてき

たんだというふうにおっしゃったんですけれども、一般の後援会員ではなく

て後援会の会長だから私は問題としておりますし、今、この後ということな

んだと思いますが、退いていただくことも考えているというか、そのような

方向だということだったと思うんですけれども、こういうことが後になって、

こういうふうなあらぬ誤解と言われましたけれども、誤解であるのか。それ

から、知事としての政治的な、道義的な問題の中で考えられて今のこのこと

に至ったと思いますけれども、とっ始めのところはどうだったのかというと、

やっぱりこれは問題があったのではないかというふうに私は思います。県民

の方々の中にもそう思っている方はいらっしゃると思います。 

 それで、退かれたからといって、やっぱり元後援会長ということで、政治

的なスタンスというか、知事を応援していらっしゃる方でありますので、関

係性はほとんど私は変わらないと思います。元後援会長ということで、会長

職はそれだけ重いものであると私は認識をしておりますが、ここで上島監査
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委員の罷免を提案されるように望みますけれども、その意思がないというこ

とは伝わってまいりました。 

 それでは、次の件に参ります。 

 せんだっての質疑のときに、知事公費出張に関する旅費の支出状況につい

てホームページなどで公開する考えはありませんかとお尋ねをいたしました

けれども、大変気のきく西城戦略企画部長が答弁されて、御本人からのお答

えを聞くことはできませんでした。あのとき、知事もお答えになろうとして

いたのではないかなというふうにも思うんですけれども、前東京都知事の舛

添氏の問題が大変メディアで大きく報道されたときに、産経新聞やら毎日新

聞やらなどで海外出張について一部調べられての報道が出ました。５年間で

16回の海外出張、2370万円と一部報道もされておりますけれども、海外出張

だけではなくて、お忙しく国内、県内をアクティブに動かれているその経費、

諸行事の参加費用など、公用車の利用などの記録も含めて公開されてはどう

かなと思うんです。三重県議会でも政務活動費のホームページでの公開に向

かうべく今進んでいる状況でありますけれども、知事の公費出張に関する旅

費の、県民閲覧が可能な状況やホームページでの公開について、されるお考

えはないでしょうか。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 公務出張に関する旅費をホームページで公表することに

ついてということでございます。 

 知事の公務に要した旅費につきましては、知事及び副知事の給与及び旅費

に関する条例及び同規則により定められており、支給基準等については、一

般職に属する県職員の例によるとされています。 

 また、旅費支出については、旅費、食料費に関する開示基準規則に基づき、

三重県情報公開条例に基づく開示請求があったときは、口座情報等の個人情

報などを除き、開示することとなっております。 

 知事の旅費をホームページで公表することについては、本年８月に他の自

治体が行った海外出張の場合における旅費の公表状況調査等に基づき、本県
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が改めて他府県の聞き取りを行ったところ、公表が確認できたのは静岡県を

はじめとした４県でありました。 

 既に、先ほど申し上げましたとおり、情報公開のほうで対応できている上

に、他の自治体と比較して出張費が高額であるなどのことがないため、直ち

に公表する必要性は薄いと考えられるものの、いずれにしても税金の使途の

説明責任という観点から、どういう対応がよいかということを改めて議論し、

判断したいと考えております。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） ４県ではそういう公表がなされているということと、今

現在は、確かに情報公開制度を利用をしてというのはわかるわけなんですけ

れども、トップランナーを目指されている三重県知事、鈴木英敬知事として

は、こういうこと、私は何もその額が問題があるとか、内容に大きく問題が

あるということを今言っているわけではないんです。全体の今の国民感情の

中で、県民感情の中でこういうことも明らかにしていく方向を、今、様々な

ことを考えながら検討したいとおっしゃいましたけれども、来年からそうい

うことが情報公開でなくてもアクセスできるように、あるいは縦覧できるよ

うにということを強く私は要望いたしまして、次に移りたいと思います。 

 教育の諸問題について、ちょっと欲張りをいたしましたけれども、三つ選

んでお伺いしてまいりたいと思います。 

 一つは主権者教育についてです。本当に大切な柱であると思いますし、個

人として尊ばれる教育が三重県で行われることの中から生み出されてくるこ

の主権者教育だと思います。いじめや、そして、不登校であるとかそういう

ことが確立されて、きちんとされていけば大きく改善されていくのではない

かなと思いながら質問をさせていただきます。 

 今年７月の国政選挙は、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられてから初め

て実施された国政選挙です。その投票率は、10歳代が46.78％、20歳代が

35.60％、30歳代は44.24％と全国ではなっていて、10歳代のうち特に18歳の

投票率は、全国でですけれども51.28％と、20歳代、30歳代に比べて高い水
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準となりました。三重県でも同様の結果が出ていて、もちろん市町において

いろいろ差はありますけれども、傾向としては、18歳の選挙率は高齢層の投

票率に追いつかないものの、19歳との逆転現象が１町あっただけで、三重県

全体としては、19歳及び20歳代、30歳代よりかなり高い状況になりました。

２町では、びっくりすることに、その町の全体の投票率より７ポイント、14

ポイント高かったところも、はるかに高かったところもありました。 

 これらのことから注目すべきは、一定数が高校に在籍していて、主権者教

育をリアルタイムに受けている機会があったと考えられる18歳の投票率が高

かったということは、若者の政治参加の一つである投票行動を促すために、

学校における主権者教育は欠かせない、そして、それが一定有効だったと、

効果が出たというふうに考えられると思います。 

 昨年10月に出された通知、高等学校等における政治的教養の教育と高等学

校等の生徒による政治的活動等についてには、習得した知識を活用し、主体

的な選択、判断を行い、他者と協働しながら様々な課題を解決していくとい

う国家、社会の形成者としての資質や能力を育むことがより一層求められる

としてありました。確かに、18歳選挙権取得をきっかけに選挙に行こう教育

が進んだ、これは紛れもない事実であります。 

 豊かにこれを発展させて、選挙に行こう教育から主権者教育に深めるため

に、行政、教育委員会がどのような立場で応援するのか。教師が実践をおお

らかに展開できる中でこそ、三重県が提唱するアクティブ・シチズンを育む

主権者は私だのシチズン教育に発展できると思います。 

 全国高等学校ＰＴＡ連合会も、高校生だからという理由で高校生の政治的

権利、政治的活動を制限することは倫理的根拠を持たないとかということを

言い、主権者教育を学校全体の、これは何も高等学校ばかりではなくて、

小・中学校も含め、学校全体の教育目標に位置づけること、全ての教科、科

目の乗り入れを可能にする取組を推進することとして、子どもたちの政治的

成長を応援しています。 

 さて、今の状況はどうなのでしょうか。そもそも論を教育長と闘わすとい
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う気はもちろんありませんけれども、主権者教育ということを考えた場合に、

新しい通知にもあるように、自らの判断で権利を行使することができる、そ

ういう子どもを育成する教育のはずですから、子どもたち、生徒たちに自分

の意見をはっきり持って伝えること、行動すること、これはこれまでも小学

校、中学校、高等学校を含めて、多くの教員の方々が指導してきたことその

ままであります。 

 副教材の「私たちが拓く日本の未来」の中でも、課題を多面的、多角的に

考え、自分なりの考えをつくっていく力、合意形成する力、根拠を持って自

分の考えを主張し説得する力など、身につけていくことが必要だと書かれて

います。 

 指導する教員自身も、物事を考えれば意見も持ちますし、合意形成や主張

し説得する力、そういったものを持つことが求められるのは当然のことだと

私は思っています。教育界の常識だと思います。もちろん、いかなる場合で

あっても、教員が自己の主義、主張を生徒に押しつけることはあってはなら

ないこと、これは共通の認識ですが、新しい通知にあるように、指導に当

たっては、教員は個人的な主義、主張を述べることは避けるというふうに主

張を述べることを一律に禁止するやり方というのは余りにも授業の自主性、

独自性を縛るものです。政治的中立が殊さらに強調されることで、現場は主

権者教育にいまだやはりちゅうちょ、困惑している。一部教科に任せておけ

ばいいという風潮ができていると聞こえてきます。 

 教師こそ、教育活動の全ての中で主権者としての姿を見せていくことが必

要なのではありませんか。また、現実の具体的な政治的現象、これを取り扱

うことということも書いてあります。授業で政治的論争のある課題を取り上

げるということの大切さは否定できません。 

 昨年、山口県のある高校で安全保障関連法案についての授業が行われたと

いうことの内容が攻撃されたり、本県でも安全保障関連法成立直後に教育委

員会が全校に授業の適切な実施に係る調査をした経緯があります。 

 今月22日、自衛隊の役割を広げる安全保障関連法の成立後初のＰＫＯ部隊
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交代となり、先発隊約100人がこの近くの中部国際空港からも出発をいたし

ました。駆けつけ警護が発効すれば大変な事態になるということで、若い高

校生にとって大変具体的なこの事象を授業で扱ったときに、例えば東日本、

熊本、鳥取と、災害救助で感激的な働きをしてくださっていた自衛隊の皆さ

んに銃を持たせての危険な任務につかせることはできないと考えを言うこと

もあると私は思います。コンピューターを相手に情報だけを教えて考えなさ

いというのが学校の授業ではなくて、そこには信頼し本音でぶつかり合う生

きた学習があるわけですから、主権者教育の展開について、今のお考えを述

べていただきたいと思います。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） 主権者教育の取組状況について御答弁申し上げます。 

 高等学校では、これまで公民科の授業を中心に政治的教養を育む教育を実

施してまいりました。 

 平成27年６月の改正公職選挙法の成立により、県内の学校では、各公民科

の授業に加えまして、総合的な学習の時間や特別活動などの時間でも学年や

学校全体での取組を進めています。 

 県教育委員会では、政治的教養を育む教育を進める上で中核となる管理職

や教科の代表者、生徒指導担当者などを対象にテーマごとに研修を実施して

まいりました。また、学校教育に新聞をという活動に取り組む三重県ＮＩＥ

推進協議会との連携により、同協議会主催の実践的なセミナーへの参加を呼

びかけましたところ、多数の教員が自主的に参画してくれました。 

 さらに、県立高等学校11校から指導主事による学校訪問の要請があり、具

体的、実践的な学習活動を取り入れる工夫や政治的中立に関する留意点など

について指導助言を行いました。 

 また、全ての県立高等学校の取組状況を調査する中で、仮想の候補者によ

る演説後に行う模擬選挙や、市長のまちづくりについての講話後に行う生徒

の班別話し合い活動など、効果的な取組をしている学校が見られました。平

成28年度は、９月現在で、選挙管理委員会などと連携して模擬選挙などを実
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施した学校は11校ございました。 

 さきの参議院議員通常選挙において、本県における18歳の投票率が高かっ

たのは、このような関係機関と連携した各学校の取組等の成果ではないかと

考えています。 

 各学校において、政治的教養を育む教育を推進するためには、校長を中心

に学校全体で共通認識を持って進めていくことが何より重要であると考えま

す。そのため、平成29年１月には、県立学校の教員を対象とした研修会を実

施し、各学校の指導計画の作成に係るワークショップを行うとともに、県内

外の効果的な取組事例を提供する予定です。 

 今後も教員の指導力向上に資する取組を進めるとともに、各学校が外部の

目も入れながら、家庭や地域の関係団体及び選挙管理委員会などと一層の連

携協力を図ることができるよう支援し、生徒が物事を多面的に見て、主体的

に判断し行動する力を育み、日本の未来を切り開く有権者となるよう努めて

まいります。 

 以上でございます。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） ありがとうございました。 

 主権者教育についてどういうふうに今取り組んで、今年もどういうふうに

取り組もうか、広い視野に立って、教育委員会としては十分に進めていきた

いと。 

 今私が申しましたのは、先生方が不安の中で研修などを一生懸命率先して

受けられていたりとか、教材研究を一生懸命されていたりとか、これは授業

というだけではなく、日常の先生方の学校での生活そのものが反映していく

ものですから、そういうことが考えられる中で、模索された中で今いらっ

しゃると思います。ちゅうちょ、それから不安が多いという事実は認められ

ると思いますけれども、そういう中で具体的に教員の豊かな発露を後押しし

ていただきたいというのが私の大きな願いです。 

 18歳選挙権というものが導入されて、今高校の話でしたけれども、高校生



－1546－ 

でなく、小学生も中学生も若いうちから政治を身近に感じてほしい、私たち

の暮らしは全て政治に通ずるものですというのはここにいらっしゃる方はみ

んなわかっていらっしゃると思います。主権者としての意識を持ってほしい

と、国もそう言いながらの通知ですので、国が主権者としての意識を持って

ほしいと言うことに私は大賛成ですけれども、それを指導する立場にある教

職員の皆さんを萎縮させるような、そういう実態が三重県教育の場であって

はならないので、そのことを十分に肝に銘じていただきたいし、国民主権、

議会制民主主義の根幹をなす、参政権、選挙権は、自由と人権を獲得する戦

いの中で、かち取られてきた歴史があるわけです。教育というのはなぜから

始まるとよく言われます。そして、民主主義というのはノーから始まると言

われます。三重県が、単なる投票率向上というだけではなくて、社会性を育

んで、主権者教育や子どもの意思表明権を大切にする学校を実現させ、身の

回りの問題を我がこととして捉えられる主体的な人間を育て、豊かに花開か

せるためには、豊かな教育実践、自由闊達な教育実践を応援する立場であっ

ていただきたいと思いますが、もう一回お答えをいただきたいと思います、

教員の立場に立って。 

○教育長（山口千代己） 議員から豊かな教育実践を応援するようにというこ

とでございました。私たち教育委員会の人間もそのあたりについては同じだ

と思います。 

 ただ、議員も言われましたけど、個別の主義、主張を述べて、判断能力の

非常に乏しい子どもたちにそれを押しつけるということがないようにしてい

くことが大切かなと思っております。ですので、一つの問題については賛成

も反対もあるよと。全部がイエスということは、多分人権とかそういうもの

についてはイエスがあるんでしょうけれども、人権をめぐっても、例えば安

楽死とか、あるいは尊属殺、昔は尊属殺というのは、法でも規定されており

重かったわけですが、それが時代とともに尊属殺人は一般殺人と同じような

量定になっていったということがございます。 

 ですので、何が言いたいかといいますと、全部オールで物事は解決しない
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と。少数意見も尊重するような姿勢をしっかりと持つような教育が内外で行

われることを期待しておるところでございますし、我々もそのようにしてま

いりたいと思っております。 

 以上です。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） 少数意見もしっかりと尊重されるように、そして、様々

な、多様な意見を示しながら、教員が自分の考えを押しつけるのではなく示

すことについては問題ありませんね。 

 うなずかれたので、ちょっと時間がここでとまってしまいましたので、次

に行きたいと思うのですが、スタディ・チェック及び学力向上の全国学力テ

スト、順番で行かせていただきます。最後まで行かないと思います。あと一

つです。 

 今、こういった主権者教育という、子どもたちの人格、豊かな育ちを育む

ためにということで学校は頑張っているんですが、私は学力テストをこれ以

上続けることに予算を使うよりも、教員を増やすことにこそ予算を使ってほ

しい、厳しい予算の中でということで要求が国にも出ているとは思います。

さて、我が県では、みえ30人学級、小学校１、２年生、加えて中学校１年生

の35人学級については、全国でいち早く2001年から段階的に導入してきまし

たが、今現在、2016年で、小学校１年生で30人以上の学級がないかというと、

下限25人という決まりがあって、小学校１年生で42学級が、２年生では52学

級が31人以上の学級になっています。中部６県の中で25人下限というのを入

れているのは三重県だけなんですけれども、小学校における加配定数330人

のうちの155人が小学校３年生から６年生の少人数学級編制のために加配さ

れておりますし、三重県が平成22、23年に出しました少人数学級のレポート

がありまして、その中で、調査をされた中で、少人数学級というのは大変重

要である、効果を即しているというような報告が、これは多分委員会には示

された資料だと思いますけれども、あります。 

 各自治体からの要望を受けて、小学校３年生から６年生までにも必要なと
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ころには少人数学級をつくるために加配をしている。つまり、小学校１、２

年生だけじゃなくて３年生から６年生まで必要だし、このことについては揺

るぎのない考え方をお持ちだと思うんですけれども、国が小学校１年生、２

年生の標準数のところで35人にしたときに、三重県が今までやっていた県単

での補正すべき数というのがそこでぐっと少なくなったはずなんですけれど

も、それが25人下限の解消のために何で回らなかったのかなというふうにも

思います。この30人以下学級の進捗を今後どう考えていくか、少人数学級に

関する考えについてお伺いをしたいと思います。 

   〔山口千代己教育長登壇〕 

○教育長（山口千代己） 30人学級についての下限の解消と学年進行を進めら

れないかについて御答弁申し上げます。 

 本県においては、児童・生徒一人ひとりの実態や各学校の課題に応じたき

め細かな教育を推進するため、小学校においては１、２年生での30人学級を

下限25人とし、順次実施してまいりました。また、下限25人の設定により対

象とならない小学校１、２年生の学級や他の学年においても、学校の状況に

応じてきめ細かな指導が行えるよう定数や非常勤講師を配置しており、学級

編制や少人数授業に活用することで、各学校での課題解決に努めているとこ

ろです。 

 国においても、平成23年度に小学校１年生で35人に、24年度には小学校２

年生の36人以上学級を解消するための加配が措置され、県独自の取組とあわ

せて少人数学級が進められたところでございます。 

 30人学級を下限なしで実施するには、平成28年度試算で95人の教員、約４

億5600万円が必要となります。また、30人学級を６年生まで学年進行させる

と、さらに平成28年度試算で630人の教員、約30億円が必要となります。 

 こうしたことから、限られた財源の中で、学校や市町教育委員会からの強

い要望を受けている特別支援学級の新設、児童・生徒指導加配、外国人児

童・生徒加配など、課題解決のための効果的な加配を引き続き重点化するとと

もに、国に対しては学級編制標準そのものの引き下げを要望してまいります。 
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 今後の教職員定数については、少子化により、義務標準法に基づいて算定

される基礎定数が減少する見込みであり、また、厳しい財政状況ではござい

ますが、極力教員加配の確保に努めてまいります。 

 以上です。 

   〔５番 山本里香議員登壇〕 

○５番（山本里香） 思いはあるけれども、なかなか難しいということであり

ますが、今、特別支援学校の建設もどんどん進められて、それも一段落した

ときにはこういうことが進むのかなというお答えだと思って聞いておりまし

たけれども、先ほどから主権者教育と学級数のことを言いました。これは確

かにお金の要ることであります。 

 でも、今教育委員会がしなくてはいけないのは、学校教育への微細な介入

ではなくて、締めつけではなくて、行政としての教育条件の整備、特に30人

以下学級の大きな進捗を私は望みまして、この質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） ４番 山内道明議員。 

   〔４番 山内道明議員登壇・拍手〕 

○４番（山内道明） おはようございます。公明党、四日市市選出の山内道明

でございます。限られた時間ですので、早速進めてまいります。よろしくお

願い申し上げます。 

 昨年６月の一般質問でも、子どもの貧困対策として、一人親家庭等医療費

の窓口負担の無料化の要望をさせていただきましたが、今日は子ども並びに

子育て家庭の安心・安全を守るとの観点から、福祉医療費の窓口の無料化に

ついて、改めてその必要性について、三つの視点でまず初めに共有をさせて

いただければというふうに思います。 

 一つ目ですが、障がい児に対してです。 

 先日、障がい児をお持ちのお母さんからお話を伺いました。お子さんは現

在リハビリ通院中。通院は定期的に数回に及ぶことから、その複数回分の受

診料の負担感が非常に大きいと。また、毎回会計をしなければならず、診察
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待ちプラス会計待ちをするのも負担が大きいと。窓口無料化になれば会計を

する必要がなく、その分待ち時間の短縮につながります。実際、窓口無料化

を導入している地域においては、待ち時間が短縮され喜ばれている、そう

いった状況もあるようです。障がいをお持ちのお子さんとともに、待ち時間

が発生するというのがかなりの負担であることは想像にかたくありません。 

 さらには、内部障がいをお持ちのお子さんの例では、月に２回、治療のた

めに入退院をしなければならない。高額療養費制度を利用しても、２カ月で

十数万円の負担が発生するとのこと。経済的負担感は非常に大きいものと思

われます。 

 加えて、昨年行われました三重県子どもの貧困の実態調査では、貧困家庭

において発達支援の必要な子どもが非常に多いという現実があります。貧困

家庭35件への調査のうち、実に16件で情緒不安定、多動、発達の遅れ、知的

障がい等、発達支援が必要と思われる子どもがおりました。35件中16件との

調査結果です。 

 こういった状況を見ましても、障がい児に対しての医療費窓口無料化の必

要性は非常に大きいと考えます。 

 そして、二つ目は、これまで公明党として繰り返し要望してまいりました

３歳未満の乳幼児に対してです。 

 先日、県内でいち早く鈴鹿市のほうで、３歳児までの乳幼児に対して、来

年度以降、医療費の窓口無料化が決定しましたが、子育て中の特に重要なこ

の時期におきまして、安心して子育てのできる環境づくりは全てのお母さん、

お父さんが望むものだというふうに思います。特に、産後鬱に悩むお母さん

の安心や、そして、少子化対策としても非常に重要と考えるものです。 

 そして、三つ目ですが、こちらはひとり親家庭等に対してです。 

 生活が困窮している子どもたち、いわゆる子どもの貧困、その貧困率は、

2014年の全国消費実態調査で初めて減少に転じておりますが、まだまだ非常

に高い水準であり、包括的な支援はさらに進めていく必要があろうかと思わ

れます。 



－1551－ 

 このような中、改めて貧困率が突出して高いひとり親家庭への医療費窓口

の無料化、その必要性と効果について、こちらの資料で少し共有をさせてい

ただければというふうに思います。（パネルを示す）こちらは一つの参考例

です。貧困家庭の子どもを支援するネットワークをイメージした図でありま

す。貧困家庭の子どもの医療費が窓口で無料化になることで医療機関への受

診は自然な形で促されると思われます。このイメージ図では、医療機関でも、

この場合、特に効果的だと考えておりますかかりつけ医・薬局を医療機関の

代表として示させていただいております。ひとり親家庭の場合ですと、子ど

もとあわせて親の受診も促進が期待をされるところであります。 

 貧困家庭における特徴といたしまして、病院に行けない、または社会から

の孤立、そして不登校、子どもの発達障がい、さらには虐待のおそれが懸念

をされます。 

 右のほうのかかりつけ制度、これは国のほうで制度の普及を強く推進され

ており、皆様もよく御存じかと思われますけれども、改めて制度の目的を確

認させていただきます。上から、顔が見え気軽に相談、距離が近い、医薬品

の安全対策、さらには医療費の適正化、また、健康情報拠点となり得る、在

宅医療の推進、そして、最後が幼少期における発達障がいの早期発見です。

特に、最後の発達障がいにつきましては、生まれつきの脳機能の障がいが原

因とされ、外見では判断が難しく、早期発見には、最初に相談を受け診療に

当たる地域のかかりつけ医の対応が重要であるというふうにされており、国

のほうではかかりつけ医等発達障害対応力向上研修事業があり、研修を受け

た各地の専門医が地域の医師や看護師などに研修を行うことで、発達障がい

についてより正しい認識を共有、連携していくことを進めていこうとしてい

るものです。 

 これは、三重県におきましては、参考にございますように、来年６月開院

予定の三重県立子ども心身発達医療センター新設に伴いまして、子どもの発

達支援に対して地域の医療体制の充実が図られるというふうに伺っておりま

すので、期待されるところです。 
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 また、さらには、皆様になじみのありますお薬手帳を持参して、原則６カ

月以内に同じ薬局を利用すると、２回目以降は患者として自己負担が３割負

担なら40円程度安くなります。これもかかりつけ制度を普及させるための制

度であります。かかりつけ制度に象徴されますように、地域医療の重要性が

現在増してきております。 

 こういった地域の医療機関への受診を通して得られた情報を、学校を中心

とする各行政機関と連携、共有することにより支援の体制が強化される、こ

ういったことをイメージさせていただいているのがこちらの図となります。 

 このような連携がうまく回り始めると期待できる効果として、左下に示さ

せていただきましたが、特に赤字の部分であります、ＳＯＳの発信、孤立化

の防止、さらには発達障がいや虐待の早期発見による健全な子育て環境の確

保、こちらが期待をされます。 

 このような支援のネットワークは、子どもの貧困に限らず、障がい児等、

また、発達支援の必要な子どもたち、さらには乳幼児に対しても包括的な支

援への一歩、アプローチにつながるのではないかと思います。 

 窓口無料化導入とともに、このような取組をあわせて推進することは、国

の子育て支援の方向性とも合致するものであります。受診の増加に伴い医療

費が増大するということだけでなく、包括的かつ持続可能な子育て対策の一

歩として検討をいただきたいのであります。 

 以上のように、改めて子育て家庭の安心・安全を守るという視点で窓口無

料化の必要性を共有させていただきました。さらに、これまで福祉医療費の

現物給付に対しましては、国民健康保険の減額調整措置、いわゆるペナル

ティーが問題となってきております。これにつきましては、その撤廃を県か

らも国へ要望し、そして、県議会としても意見書を提出させていただいてお

りますが、現在政府では、一億総活躍社会に向けて、過度な給付拡大競争の

抑制、負担の公平性との観点をもとに早急に見直すべきとの見解を持ち、閣

議決定によりましてこの年内に一定の結論が出ることとなっております。 

 減額措置が緩和されることが期待されるところですが、先日、知事も、鈴
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鹿市の導入に際して、国の議論を注視すると述べられております。あわせて、

鈴鹿市のほか、四日市市のほうでも、今後、子ども医療費の窓口無料化が検

討されようとしております。 

 今回の国の見直し理由には、過度な給付拡大競争の抑制、負担の公平性と

の考えが入っておりますので、やはり県内各市町の動向も見ながら、県とし

て時期を定めて、福祉医療費の窓口負担の無料化を検討する必要があるよう

に思います。今回制度を導入した鈴鹿市におきましては、今後、県全体でも

できるように希望を込めてスタートさせると市長がコメントされております。 

 少し長くなりましたが、以上のような状況を背景に、福祉医療費の窓口負

担の無料化を県として本格的に検討していくとなった段階では、もちろん３

公費全てにおいて無料化の導入をお願いしたいところはやまやまであります

けれども、財政負担の点からも現状厳しいことは理解をしているつもりです。

さらには、知事が日ごろ言われますように、制度を持続可能なものとしてい

かなくてはなりません。そういった意味では、丁寧にその必要性や導入の考

え方を十分に検討しながら、３公費を全部ということではなく、段階的に窓

口無料化の導入を図っていくことが現実的ではないかというふうに考えます。 

 今後、導入を検討するに当たりまして、現段階での県としてのお考えを教

えていただければと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 福祉医療費の窓口負担無料化についての検討について御

質問いただきました。 

 本県は、より多くの子どもの健康を確保し、安心して子育てできる環境を

整えるために、子ども医療費の対象範囲の拡大、これを優先しまして、小学

校６年生までとしてまいりました。また、多くの他の自治体で行われており

ます負担金の支払いも求めていない制度としております。この結果、県の一

般財源に占める子ども医療費の割合は全国第４位となっていることもあり、

県の姿勢を一定お示ししているものと考えております。 

 なお、窓口負担無料化を実施すると、医療費の増加により、県や市町の助
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成額が増加する可能性があり、加えて、市町国民健康保険への国庫負担金等

の減額措置が行われるなど、県や市町の財政に与える影響が大きいといった

課題があります。 

 このため、国に対し、国庫負担金等の減額措置を行わないよう再三要望し

ているところであり、国においては、年末までに結論が出される予定と聞い

ております。 

 また、福祉医療費助成制度は、内容に違いこそあれ、全ての都道府県にお

いて実施されていますので、ナショナルミニマムの観点から、国において制

度化するようあわせて要望しているところです。ペナルティーの撤廃とナ

ショナルミニマムとの観点からの国の制度化につきましては、昨日の全国知

事会でも子どもの貧困の対策という観点から緊急決議を行ったところであり

ます。 

 いずれにしましても、福祉医療費助成制度は子どもの医療にかかわる大事

な制度です。一度導入して、財政状況が悪化したからやめるというわけには

いかず、制度を持続することが肝要であると考えております。 

 また、先ほど議員からもおっしゃっていただきましたけれども、県で実施

する場合には、これまでの福祉医療費助成制度の拡充と同様に、一部の市町

のみの実施というわけにはいかず、29市町が足並みをそろえて実施する必要

があり、市町の意向も十分そんたくする必要があります。 

 また、これも議員からおっしゃっていただきましたけども、仮に実施する

にしましても、子ども全てなのか、本当に必要な部分に限ってスタートする

のか、自己負担についてもどうするのか、そういう様々な論点の議論も必要

であります。 

 したがいまして、市町との調整なども考えれば、直ちに実施というのは難

しいとは思いますけれども、国の動向をしっかり踏まえつつ、子ども医療費

の窓口負担無料化について、給付と負担のバランスも勘案しながら、引き続

き十分に検討してまいりたいと考えております。 

   〔４番 山内道明議員登壇〕 
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○４番（山内道明） 御答弁ありがとうございました。 

 導入に当たっての県の考え方を確認させていただきまして、理解させてい

ただきました。もう一歩具体的な部分で突っ込んでいただければというふう

に、今後ぜひ検討を深めていただきたいというふうに思います。また、基本

的な方向性としては共有させていただいているのかな、そういった形で期待

をさせていただきたいというふうに思っております。 

 三重県が全国的に見ましても第４位ということで、医療費助成につきまし

ては、対象年齢の拡大など、手厚くしていただいている現状も認識させてい

ただいております。 

 その上で、重ねてになりますけれども、さきに説明させていただきました、

障がい児、乳幼児、ひとり親家庭等への窓口負担無料化につきましては、単

なる財政負担増として捉えるのではなく、子ども、さらには子育て家庭への

支援であり、言うなれば未来への投資だと言っても過言ではないかというふ

うに思います。 

 特に、子どもの貧困が抱える問題は大きく、これは私も子どもの貧困対策

調査特別委員会で様々議論、勉強をさせていただいております。最も深刻な

ケースは、その家庭が社会から孤立をしている、ＳＯＳを発することができ

ない、本当に困っている家庭に行政サービスが届かないという現状があるこ

とです。さらには、自治体とのかかわりを避ける家庭、そもそも行政との接

点を持とうとしない、そういった家庭に対しての支援には限界があるとも言

われております。窓口負担の無料化により医療機関への受診を自然な形で促

すことができれば、そこが社会との接点にもなり得ると考えられます。 

 先日も、ある医療機関の団体の皆様、こちらは県を代表するお立場の方々

でありましたが、意見交換をさせていただいている中で、特にひとり親家庭

への窓口無料化を強く要望を受けました。その理由として、給料日前になる

と医療費の支払いが難しく、次回まで待ってほしいと相談を受ける患者さん

や、明らかに月末等、一定の時期になると受診をされない子どもさんがいる。

さらには、相談やＳＯＳを発することもなく、受診から遠ざかって孤立して
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いく患者さんがいるということでした。予想以上に医療現場における貧困の

状況は深刻であることを改めて実感いたしました。 

 さらには、先日、孤立した家庭環境が子どもへの虐待と密接に関係してい

ることが新聞に掲載されておりました。子どもの虐待死につながった最悪の

ケースのうち７割が孤立家庭ということでございました。 

 県教育委員会におきましても、子どもの虐待を教育現場で早期に発見する

ための虐待気づきリストを作成し、先日県内の学校等に配布されておりまし

た。リストを確認させていただきましたところ、幾つかのチェック項目で医

療機関での受診により発見できる項目もありました。医療現場での発見も学

校現場での発見同様、現段階での現実的な対策の一つであるというふうに感

じました。 

 また、先ほど資料で紹介をさせていただきましたかかりつけ制度を活用す

る考え方ですが、三重県におきましては、認知症サポート医、かかりつけ医

制度として、医療、介護の連携ネットワークの構築において、医師会の皆さ

んの協力により、かかりつけ医等の協力医を養成されているようです。子ど

も、子育て家庭、具体的には、貧困、子どもの発達支援との視点においても、

このかかりつけ制度の考え方を活用、応用することも効果的であるように感

じます。 

 子どもを持つ家庭にとりまして、社会には二つの先生が存在するというふ

うに日ごろ思っております。１人はもちろん学校の先生であります。そして、

もう一人が病院の先生、医師の皆さんです。 

 今、子どもの貧困対策として、学校をプラットホームとして捉え、ますま

す学校が重要な位置づけとなってまいりますが、不登校児童・生徒が増加す

るといった現状もある中、学校ではキャッチし切れない子どものシグナルを

もう一歩踏み込んで、しかも、持続可能な形で子育て家庭への支援へとつな

げていくためには、医師の皆さんにもそのお力をかしていただけるような環

境を整えていくことが非常に重要であるというふうに考えます。さきに紹介

した医療機関の団体、医療現場からもそういった声が上がっているというこ
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とは大変に心強いことだと思っています。 

 ぜひとも福祉医療費の窓口負担無料化の導入、検討に当たりましては、子

ども、子育て家庭の安心・安全を守るための環境整備もあわせてお願いを申

し上げ、さらに、先日知事からもありました、厳しい財政状況だからこそ、

そして、未来への投資も含め喫緊の課題に対応していく、この言葉に大いに

期待をさせていただきまして、次の質問に入らせていただきます。 

 続いての質問でありますが、幸齢社会における高齢ドライバーへのサポー

ト体制についてであります。 

 最近の報道等でもありますように、高齢者の運転する車による悲しい事故

が発生しております。75歳以上で運転免許を持つ人はこの10年間で２倍以上

となり、２年後には530万人を超える状況です。 

 先日、首相より高齢者事故対策に関する指示がなされました。三重県にお

きましても、交通死亡事故多発に伴い、11月４日に非常事態宣言が発令され

ております。 

 このような状況がある中、一昨年６月の道路交通法改正以降、三重県では

運転免許証の自主返納が増加傾向にあり、さらには運転免許センターへの自

己申告件数、これは質問票へチェックをされた件数ということです。また、

相談件数、この相談件数には、本人及び家族からの電話、また直接の相談も

入っておりますけれども、大幅に増加をしていると伺っております。これは、

このとき、認知症や統合失調症等、一定の病気等に係る運転者への規制が強

化されたためでありますが、平成25年と比較して、平成27年は相談件数が約

３倍近くとなっております。この数字は、運転免許の更新に不安を抱えてい

るドライバーが多くいらっしゃることのあらわれです。 

 この不安に対しては丁寧な相談体制が必要だと思われますが、例えば熊本

県のほうでは、運転免許センター内に看護師等を配置し、専門的な視点で高

齢ドライバーやその家族の相談に当たっており、非常に自主返納の後押しに

つながっていると伺っております。 

 また、三重県運転免許センターにおきましては、専門的な研修を受けた職
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員が配置をされているということでありますけれども、看護師等、医療系専

門職員の配置はさらに効果が高いというふうに思われます。また改めて常任

委員会でも議論を深めさせていただければと思います。 

 それと、もう一つ補足でありますけども、平成27年の自己申告及び相談件

数3128件に対して、本人の意思による自主的な返納が2199件であるのに対し

まして、申告、そして相談、それに伴う検査等の結果、自主返納に至った件

数は73件、全体の7.9％であります。決して多くはないというふうに思いま

す。 

 先日、ある新聞に、免許更新時における検査は認知症の早期発見のチャン

スと捉えてはどうかという、そういった記事もございましたけれども、この

7.9％という数字を見ましても、相談をする、検査をするイコール免許取り

消しでは決してありませんので、不安をお持ちのドライバー、そして、その

家族に対して、安心して気軽に運転免許センターへ相談いただけるように啓

発していただくことも必要ではないでしょうか。 

 少し前置きが長くなりましたが、今後動向が注目をされております高齢ド

ライバー対策について、免許更新時の丁寧な相談体制とあわせて、日ごろか

らの意識づけを重視し、丁寧に進めてほしいという思いで本日質問をさせて

いただきます。 

 三重県では、現在、知事を会長とする三重県交通安全対策会議におきまし

て、様々な交通対策が協議をされているというふうに伺っております。 

 そこで、特に高齢ドライバーへの対策について、三重県の取組状況を教え

てください。 

   〔田中 功環境生活部長登壇〕 

○環境生活部長（田中 功） 高齢ドライバーの交通事故防止に向けた取組に

ついてお答え申し上げます。 

 高齢ドライバーの交通事故につきましては、議員からも御紹介がございま

したが、被害者となるだけでなく、最近自動車等を運転して重大な事故を起

こすといった、いわゆる加害者となるケースが目立っております。今後、高
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齢社会が進むことに伴い、認知症のおそれのあるドライバーの増加が見込ま

れることから、来年３月の改正道路交通法の施行により、高齢ドライバーの

事故防止対策が強化されることとなっております。 

 このような情勢において、県では、第10次三重県交通安全計画の取組の一

つとして、三重県運転免許センター内にあります三重県交通安全研修セン

ターでの機器を使用した動体視力、静止視力の測定による危険性の体験、運

転能力の診断やブレーキ操作等自動車の運転体験など、高齢ドライバー向け

の参加・体験・実践型の研修を行っているところでございます。 

 また、自動車学校との連携によりまして、安全運転の模範となる交通安全

シルバーリーダーを育成し、他の高齢ドライバーの交通安全意識の向上を

図っているところでございます。 

 高齢ドライバーには、加齢による判断や動作の鈍りが原因で事故を起こす

危険性を自覚していただくことが交通事故防止を図る上で重要なポイントと

なります。今後、危険性を自覚していただくために有効な参加・体験・実践

型の交通安全教育を行う交通安全研修センターの積極的な利用が必要である

と考えております。そのためには、交通手段の確保が難しいなど、センター

に来られない方に対する無料バス等での送迎も含めた検討を進め、一人でも

多くの高齢ドライバーが研修を受けられるよう努めてまいります。 

 また、運転に不安を持つ高齢ドライバーには、交通事故を防止するため、

運転免許証を自主的に返納していただくことが望ましいことから、本人やそ

の家族に対する広報啓発を積極的に実施してまいります。 

 さらに、三重県タクシー協会やバス協会等の事業者、警察、市町等との連

携を深めることにより、タクシー料金の割引であるとか買い物送迎など、返

納後の優遇措置の拡充に向け、三重県交通対策協議会において検討を進めて

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔４番 山内道明議員登壇〕 

○４番（山内道明） 御答弁ありがとうございました。様々な取組を確認させ
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ていただきました。 

 先ほど御紹介がありました三重県交通安全研修センターの活用、非常に効

果的であるというふうに、また大事であるというふうに思います。無料バス

による送迎を開始してということがありましたけれども、しっかりと推進し

ていただきたいというふうに思います。 

 運転者自身が自分自身の運転能力を客観的に把握することは、特に自主返

納を考えている高齢ドライバーにとってはその判断材料として必要不可欠で

あるというふうに思っています。ぜひともこの交通安全研修センターの利用、

もっと対象年齢を下げていただいて、早くからドライバー本人に自覚を促し

ていくことも重要ではないかというふうに思っております。 

 また、移動手段の確保につきまして、こちらは先ほどもありましたように、

交通安全対策会議のほうで様々な部局のほうで横断的に協議をされていると

いうふうに伺っております。関係機関、団体ともしっかりと連携をしていた

だいて、本日は環境生活部長に御答弁をいただきましたけれども、関係部署

がしっかりと知恵を出し合っていただきたい、このように思っております。 

 一口に自主返納といいましても、長年所持をしてきた大切な運転免許証を

返納するわけですから、何よりも御自身の納得が重要であります。また、さ

らには家族ともしっかり協議をしなければならないケースもあろうかという

ふうに思います。そのためにも、高齢社会の中にあって、高齢者の皆様が社

会的な状況や御自身の様々な変化と相談をしながら、免許証を自主的に返納

しようという、そういった決断、行為に対して価値を認め合う社会の環境整

備が必要であり、あわせて高齢者同士での互いに啓発をし合っていただく環

境づくりも重要ではないかというふうに思います。実際に、高齢ドライバー

の間におきましても、その運転に対して不安視をする声をいただいておりま

す。 

 決して強制するのではなく、返納を検討している、迷っている高齢ドライ

バーの背中をそっと後押しする、また、考えてみるきっかけづくり、さらに

は返納後の生活環境についてイメージできるような取組が必要ではないかと
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思います。 

 そういった観点で、残りの時間で少し地域の声や思いを伝えさせていただ

ければと思います。 

 一つには、やはり返納した後の移動手段についてであります。これまでバ

スや電車に乗る習慣のない方々が公共交通機関を利用しようとするに当たっ

て、単純なことでありますが、乗り方がわからないといったケースが多く見

られるようです。自治体によっては、いち早くバスや電車の乗り方教室を実

施している地域もあるようです。こういった取組は重要です。 

 そして、さらには健康であることが条件になってきます。体力的、また判

断能力的に車を運転できなくなってから返納した場合、直ちにバスや電車を

利用できるかというと難しい部分があるようです。 

 三重県は、決して公共交通網が満足のいくものではない、そういった状況

です。返納した後も元気に出歩いていただくことを考えると、ある程度健康

なうちから意識をして、準備をしていただくことが大切かと思います。 

 先日、高知県立大学の健康長寿センターを訪れました際に、健康寿命を延

ばす最大の秘訣は何よりも歩くことであると改めて教えていただきました。

多くの方が万歩計等を使用しておる昨今ですので、公共交通の利用によりま

して、実際の生活環境の中でどの程度変化があるかということの認識を深め

ていただくことも効果的ではないでしょうか。 

 来年３月には高齢者の認知機能検査が強化された改正道路交通法が施行さ

れるようですが、この中で、75歳以上のドライバーを対象に、免許更新時に

は自主返納の啓発に関する内容の講習が追加されると伺っております。重要

なことだと思いますが、もう少し早い段階から啓発をしていくことが高齢ド

ライバーの皆様にとって丁寧であり、また現実的であり、我々の世代にとっ

ても理解を深める、また準備を進めるために必要ではないかと考えます。 

 現在、自動運転の車が開発中で話題となっておりますけれども、実用化に

はもう少しかかりそうだということです。 

 最後になりますが、（パネルを示す）今日最も伝えたかったことでござい
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ますけれども、高齢社会が幸せに年齢を重ねることのできる、こちらの幸齢

社会であり続けるために、そういった思いで交通安全対策による高齢ドライ

バーへのサポート、こういった認識、価値を今日は共有させていただければ

と思い、質問させていただきました。長生きしてよかったと喜び合える社会

づくりに向けて私自身もしっかりと取り組んでまいりますので、引き続き

しっかりと推進していただきますようよろしくお願い申し上げまして、質問

を終わります。ありがとうございました。（拍手） 

○議長（中村進一） 35番 長田隆尚議員。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇・拍手〕 

○35番（長田隆尚） 亀山市選出、能動の長田隆尚でございます。 

 今日で議員にならさせて丸８年という形になってまいります。その間、リ

ニアのことを毎回のようにいろいろ質問させていただきましたけれども、今

回はいよいよターニングポイントだと思っておりますので、60分でございま

すけれども、その時間の大半がそれになるかもわかりませんが、リニアのほ

うを重点的に今日は質問させていただきたいと思いますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 新たな低利貸付制度によって21世紀型のインフラを整備します。リニア中

央新幹線の計画前倒し、整備新幹線の建設加速によって、全国を一つの経済

圏に統合する地方創生回廊をできるだけ早くつくり上げます。この言葉は、

本年６月１日、安倍内閣総理大臣が記者会見で発言された言葉です。そして、

翌６月２日には、リニア中央新幹線の延伸前倒しのため、財政投融資の活用

等を検討する方針を盛り込んだ骨太の方針が閣議決定され、それを受けて、

６月６日、鈴木知事は、荒井奈良県知事、松井大阪府知事とともに、リニア

中央新幹線早期実現に向けて、安倍内閣総理大臣へ次のような要望を提出さ

れました。 

 今般、安倍内閣総理大臣におかれましては、リニア中央新幹線の大阪延伸

の時期を従来計画の平成57年開業から前倒しする方針を明確に表明され、具

体策の検討を骨太の方針で示されたことは非常に喜ばしく、感謝を申し上げ
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ます。 

 つきましては、名古屋―大阪間の工事に速やかに着手し、大阪開業の前倒

しが達成できるよう、できるだけ早く公的支援策の具体化をしていただける

ようお取りまとめをお願いしたいと存じます。 

 国家的プロジェクトであるリニア中央新幹線については、全線開業により

その効果が飛躍的に発揮されるものと思いますが、全線開業の前倒しを実現

するためには、ＪＲ東海と沿線地方公共団体との協力、連携が不可欠と考え

ます。沿線地方公共団体がリニア中央新幹線の大阪前倒し開業にできるだけ

協力できるよう、次のことを御要望させていただきます。 

 お願い。 

 １、事業促進の環境整備に地元ができるだけ協力できるよう、ルート、駅

位置の早期確定を。ルート及び駅位置が確定しますと、地元では、用地取得、

土砂処分、住民説得を前倒しして実施できます。また、駅位置が確定します

と、駅周辺のまちづくりの具体的検討と周辺地区の計画的整備を進めること

ができ、将来のまちづくりのための民間投資を前倒しして呼び込むことがで

きます。これにより、公共財源なしの景気刺激が可能となります。 

 ２、ルート及び駅位置の早期確定のため、環境影響評価に係る手続の早期

着手を。 

 ３、ルートは、リダンダンシーの観点で三重・奈良ルートの確定を。ルー

トは、大規模災害に備え、大規模インフラをできるだけ離して整備するリダ

ンダンシーの観点から、平成23年５月に決定された整備計画どおり、奈良市

付近を経過地とする三重・奈良ルートとし、具体的なルートの早期確定が必

要です。 

 ４、駅位置には、超高速鉄道の便益を広く均てんできる位置に。駅位置は、

超高速鉄道の便益が紀伊半島全体に広がるように、既存の鉄道、高速道路等

の交通結節性の高い位置としていただきたい。 

 ５、東京―大阪間の一日も早い全線開業を目指して、国における公的支援

策を取りまとめ、名古屋―大阪間の早期事業化をというものです。 
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 ここにこの図がございます。（パネルを示す） 

 この図１は、昨年５月の平成28年度国への提言・提案です。 

 課題として、リニア中央新幹線の整備効果が遺憾なく発揮されるためには、

東京―大阪間の全線同時開業が必要であり、ルートについては東海道新幹線

のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルートにすることが重要ですと記

され、現状に、本県では、奈良県及び両県の経済団体等と連携し、三重・奈

良ルートによる全線同時開業に向けて取り組んでいますと記され、提言・提

案項目としまして、１、リニア中央新幹線の全線同時開業を実現するための

具体策を早急に検討し、方策を示すこと。２、ルートは、災害リスクへの備

えとするため、東海道新幹線のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルー

トとすること。３、中間駅は、その便益が紀伊半島全体に広がるような交通

結節性の高い位置とし、早急に駅の概略位置を決定し、公表することとされ

ております。 

 次に、図２です。（パネルを示す） 

 こちらは、リニア中央新幹線の延伸前倒しのため、財政投融資の活用等を

検討する方針を盛り込んだ骨太の方針が閣議決定された後の本年６月の平成

29年度国への提言・提案内容です。 

 課題として、リニア中央新幹線の整備効果が遺憾なく発揮されるためには、

東京―大阪間の早期全線開業が必要であり、ルートについては東海道新幹線

のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルートとすることが重要ですと記

され、現状に、骨太の方針において、リニア中央新幹線の早期全線開業をさ

らに促進させるため、財政投融資の活用等を検討することが盛り込まれまし

たと記され、提言・提案項目として、１、財政投融資を活用した財政スキー

ムなどＪＲ東海への支援策を早急に検討し、リニア中央新幹線の一日でも早

い全線開業を実現すること。２、ルートは、災害リスクへの備えとするため、

東海道新幹線のリダンダンシー機能を備えた三重・奈良ルートとすること。

３、中間駅は、その便益が紀伊半島全体に広がるような交通結節性の高い位

置とし、早急に駅の概略位置を決定し公表すること。２と３につきましては、
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先ほどとほとんど変わっていない内容です。 

 そして、その後、８月に、未来への投資を実現する経済対策において、リ

ニア中央新幹線の全線開業を最大８年間前倒しする方針と、そのために財投

債を原資とする財政投融資の手法を積極的に活用、工夫することが決定され

ました。 

 図３をごらんいただきたいと思いますが、（パネルを示す）これはその後

の本年11月、平成29年度予算の確保に向けた国への要望です。リニア中央新

幹線の三重・奈良ルートと駅位置の早期確定によるリニアインパクトの最大

化というタイトルのもと、現状として、未来への投資を実現する経済対策に

おいて、財投債を原資とする財政投融資の手法を積極的に活用、工夫し、リ

ニア中央新幹線の全線開業を最大８年間前倒しする方針が決定されましたと

記され、課題として、リニア中央新幹線の三重・奈良ルート及び駅位置を早

期に確定するため、速やかに環境影響評価手続に着手することが必要です。

また、リニア中間駅を核とした広域交通ネットワークの構築や駅周辺のまち

づくりの整備などに速やかに取り組むことが必要ですと記され、要望項目と

しまして、１、リニア中央新幹線の三重・奈良ルート及び駅位置を早期に確

定し、円滑な工事着工につなげるため、速やかに名古屋―大阪間の環境影響

評価手続に着手すること。２、リニア中間駅を核とした広域交通ネットワー

クの構築や駅周辺のまちづくりの整備など、リニアインパクトが最大化し、

地方創生に資する取組への支援策を検討することというふうに記載されまし

た。 

 このように、国への提言・提案は、６月の骨太の方針、閣議決定、８月の

未来への投資を実現する経済対策の閣議決定を受けて、より具体的となって

きております。 

 一方、11月９日、鈴木知事の定例記者会見では、リニア中央新幹線開業に

向けた対応という質疑項目の中で、あともう一つ、これもまた一部指摘で、

三重県内にリニアの県内駅ができるんだったら亀山でほぼほぼ決まりだろう

という指摘が最近ありましたけど、それはさておき、三重県として、新年度
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予算でリニアに絡んだ予算化、何かの調査費をつけるとか、この着工の動き

を踏まえて現時点でお考えのことがあれば教えてくださいという質疑に対し

まして、来年度予算においてリニアのことを、今予算編成過程でありますの

で、これから精査していくということにはなりますが、今後予算要求の状況

とかが公表されていくと思いますけれども、我々としては、フェーズがこれ

までと変わったので、どういう予算とかは別にして、社会情勢の変化と捉え

て何らかの予算を計上することもぜひ検討したいというふうに考えています。

それが調査費なのかというのはこれからだと思いますけれども、明らかに今

年度と来年度ではフェーズが変わっていると思っていますから、何らか新年

度予算においてもリニアに関係するものを計上するということは検討したい

というふうに思っています。駅位置については、2020年代前半には決まって

きますから、それに向けた準備が必要だと思っていますし、昨日も、今回、

国への提言で私どもも国土交通省へ行ったときも、とにかく早くルートと駅

位置を決めてほしいと、この前設置した東海３県１市の課長会議においても、

岐阜県とか愛知県の話を聞いていると、相当地元調整とかの部分が大変だと

いうのがあるので、それをやっていくためにも早くルートと駅位置が決まっ

ていかないと地元との調整に時間がとれないので、開通が遅れてしまうこと

になりかねませんから、我々として早くルートと駅位置を決めてもらうこと

を引き続き働きかけていくということだと思いますというふうに答えてみえ

ます。 

 そこで、まず今回、国への要望で、リニア中央新幹線の三重・奈良ルート

と駅位置の早期確定によるリニアインパクトの最大化というタイトルをつけ

られた知事の思い、そして、来年予算編成に向けての決意についてお伺いし

たいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） リニア中央新幹線の三重・奈良ルートと駅位置の早期確

定によるリニアインパクトの最大化についてという本年11月の要望に込めた

思い、それから、来年度予算編成に向けてということでございます。 
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 リニア中央新幹線の取組につきましては、早期の全線開業に向け、これま

でもリニア中央新幹線建設促進三重県期成同盟会等で要望活動を進めてまい

りました。長田議員も県の議会議員連盟の会長として多大な御尽力をいただ

いておりまして、心から感謝を申し上げます。 

 今年度に入りまして、安倍首相のリーダーシップにより新たな経済対策が

示され、リニア中央新幹線の全線開業前倒しが現実のものとなって、新たな

ステージに入ることができました。 

 11月の国への要望活動では、国土交通省がリニア沿線の自治体などの経済

効果を最大にするための調査プロジェクトを新たに立ち上げる方針を示され

たことや、リニア全線開業前倒しに至るこれまでの国の対応について、改め

て感謝を申し上げてきました。 

 その上で、大きく二つの内容について具体的に要望いたしました。 

 まずは、名古屋―大阪間のルートを東海道新幹線のリダンダンシー機能を

備える三重・奈良ルートとし、駅位置を含めて早期に確定させること。その

ためには、国からもＪＲ東海に対し、速やかに環境影響評価手続に着手する

よう働きかけていただきたいということであります。 

 ルート及び駅位置が早期に決まることで、用地取得や残土処分などについ

て、地元との協力体制が早い段階から構築できるため、より円滑な事業の推

進が可能になり、工期の短縮が実現できるものと考えています。 

 もう一つは、リニア中間駅を核とした地域づくりへの支援であります。リ

ニア中間駅ができても、それだけでは効果は限定的です。 

 このため、リニアの整備効果を県内全域に波及できるよう、例えばリニア

中間駅と在来線との効果的な接続に向けた取組に対する財政支援など、リニ

アインパクトが最大化し、地方創生に資する取組への支援を求めたいという

ことであります。 

 これにより、リニア中間駅と主要地方都市、主要観光地などを結ぶ広域交

通ネットワークの整備や駅周辺の魅力あるまちづくりなど、地方創生回廊の

結節点となるための環境整備が可能となります。 
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 私としましては、ＪＲ東海にルート及び駅位置を早期に確定してもらうた

め、今後は、これまでの一方的な要望活動だけではなく、受け入れ自治体と

してＪＲ東海の早期決断に資する情報提供や提案を行っていくなど、取組の

質を変えていく必要があると考えております。 

 このため、東京―名古屋間において、既に建設工事に着手している先行県

から課題や問題点等の情報を収集し、今後の効果的な提案へとつなげるため、

東海三県一市知事市長会議において担当課長会議の設置を提案し、10月に開

催したところであります。来年度におきましては、このような考え方のもと、

関係府県等との連携をさらに強化し、一日も早い全線開業に向け、より効果

的な事業の構築を行ってまいります。 

 来年の予算につきましては、現在担当部において先行県の取組を参考に、

現時点においてどういうことをなすべきか、そのあたりを精査しているとこ

ろでありますので、その事務方からの提案をもとに予算編成に向けて取り組

んでまいりたいと思います。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） 今までの一方的な提案、提言というよりは、一緒に進ん

でいきたいということをお聞きさせていただきました。 

 また、予算につきましては、三重県のプロモーション企画のキャッチコ

ピーではありませんが、続きは予算決算常任委員会でということなのかなと

いうふうに思いますので、また12月のそちらのほうで質問するなりさせてい

ただきたいなというふうに思っています。 

 それでは、具体的にお伺いしたいと思います。 

 昨年、三重県総合交通ビジョンが18年ぶりに改定されました。少子化、高

齢化をはじめとする将来の社会情勢の変化に対応した生活交通の維持確保、

観光誘客のほか、様々な経済交流活動の広域化を担うリニア中央新幹線や高

速道路の整備の進展などの新たな動向等を見据えた本県の交通に関する総合

的な政策の方向性を示すことを趣旨とし、実施期間は昨年からおおむね20年

後を見据えた期間とされ、予測ができない急激な社会情勢の変化や新たな動
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向等が発生した場合には、その必要に応じて適宜見直すというものでした。

その中には、リニア中央新幹線名古屋駅及び県内中間駅への利便性の向上に

ついてという項があります。そこで五つの施策が示されています。 

 一つ目、名古屋駅におけるＪＲ関西本線及び近鉄名古屋線とリニア中央新

幹線、東海道新幹線との乗りかえ利便性向上。 

 二つ目、高速道路からリニア中央新幹線名古屋駅へのアクセス性向上。 

 三つ目、県内ＪＲ各線、近鉄線などから名古屋駅やリニア県内中間駅への

乗りかえ利便性向上。 

 四つ目、高速道路等からリニア県内中間駅へのアクセス性向上。 

 五つ目、リニア中央新幹線の開通に伴う観光誘客の促進に向けた交通ネッ

トワークの充実であります。 

 ６月の骨太の方針、閣議決定、８月の未来への投資を実現する経済対策、

閣議決定はまさしく予想ができない新たな動向の発生であり、８年前倒しと

なりますとおおむね20年後となり、この三重県総合交通ビジョンの実施期間

の最終期間と重なってくるということになりますが、この五つの施策につい

ては、この後、どのような形で進めてみえるんでしょうか。 

 また、本年10月20日開催の亀山市長との県と市町の地域づくり連携・協働

協議会、１対１対談では、リニアを見据えたまちづくりという対談項目の中

で、本年８月に閣議決定があり、財政投融資の手法の活用によりリニア中央

新幹線の全線開通時期が当初計画から最大８年間前倒しされる可能性が生じ

てきました。県におかれては、現在の全県体制を生かしながら、引き続き三

重・奈良ルートや三重県駅の設置に向け、連携をした取組を進めていただき

たい。また、県や県内市町をはじめとする様々な主体が一丸となって取り組

んでいけるよう、県が先行して行う関係機関との会議内容についても情報共

有をお願いしたいという亀山市長からの問いかけに対し、2027年にリニア中

央新幹線の名古屋駅が完成する計画ですが、その後から切れ目なく名古屋以

西の工事を開始するとすると、直前には環境影響評価をしなければなりませ

ん。さらに、その前には駅ルートを決めなければならないので、2020年代前
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半には三重県の中でも駅をどこにするか決めなければなりません。既に名古

屋より東で取り組んでいる岐阜県や愛知県と担当課長会議を開催して、リニ

ア中央新幹線に関する様々な情報を教えてもらえる体制をつくりました。会

議の内容については、行政間はもちろん、一定の段階で市民の皆さんにも御

理解いただけるよう積極的に情報提供できればと思っています。 

 また、名古屋より西の機運をさらに高めていく必要があるため、大阪を巻

き込んで体制を整えてもらうことが大切ですので、名古屋から西の奈良県、

大阪府でも担当の連絡会議などができないかと考えていますというふうに答

えられています。 

 この名古屋より東で取り組んでいる岐阜県や愛知県との担当課長会議とは、

８月23日に愛知県庁で開催された東海三県一市知事市長会議において鈴木知

事が提案されたリニア関連の情報を共有する会議で既に第１回の会合が開か

れていますが、まず、その担当会議ではどのような検討がなされているので

しょうか。 

 次に、この図を見ていただきたいと思いますが、（パネルを示す）この図

は、岐阜県のリニア中央新幹線への対応について示したものです。平成21年

７月に、県、関係市町村、経済界、観光関係者、有識者で構成するリニア中

央新幹線地域づくり研究会を設置し、リニア開業後の目指す姿やリニアを活

用した具体的な施策展開の方向性を検討し、平成23年５月にリニア基本戦略

として取りまとめ、公表しています。 

 ちょうどこの平成23年５月というのは、全国新幹線鉄道整備法に基づく整

備計画が決定され、東海旅客鉄道株式会社に対して建設の指示が出され、建

設に向けた手続が進められることになったときであります。 

 そして、リニアを活用した地域づくりの第２段階として、県内全市町村の

参加を得て、平成23年９月にリニア中央新幹線活用戦略研究会を新たに立ち

上げ、研究会に観光振興・まちづくり部会、産業振興部会、基盤整備部会の

三つの部会を設置し、それぞれの分野において具体的な施策の検討を進め、

リニア中央新幹線着工前の平成26年３月、リニア中央新幹線活用戦略が作成
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されています。そして、活用戦略に基づき、リニア中央新幹線を活用した地

域づくりを全県的に進めるため、11月には研究会の組織体制が強化され、施

策テーマごとに具体的な施策を立案、実施されています。 

 この間、平成25年９月の環境影響評価準備書の提出によって詳細な駅の位

置やルートが明らかになっています。 

 また、右のほうを見ていただくとわかりますが、県庁の組織としましては、

平成23年９月、ＪＲ東海がアセスの方法書を公開し、その中でルート概要が

示した翌年の平成24年４月１日に公共交通課にリニア対策監を設置し、平成

24年11月１日に公共交通課にリニア推進係を、そして、恵那総合庁舎にリニ

ア推進事務所を設置、平成25年４月１日、リニア推進事務所に用地係を設置

しています。そして、平成25年９月、ＪＲ東海がアセスの準備書を公開し、

その中でルート及び駅位置が示された後の平成26年４月１日、公共交通課に

リニア推進室を設置し、平成28年４月１日にはリニア推進事務所に用地課が

設置されています。 

 このように、環境影響評価準備書の提出によって詳細な駅位置やルートな

どが明らかになる前に、県、関係市町村、経済界、観光関係者、有識者で構

成するリニア中央新幹線地域づくり研究会を設置し、リニア基本戦略を作成

するとともに、環境影響評価準備書の提出直後に組織拡大したリニア中央新

幹線活用戦略研究会を立ち上げ、リニア中央新幹線活用戦略の策定に入って

いますが、三重県としましては、今後どのようなタイミングでこのようなリ

ニア中央新幹線地域づくり研究会のような組織を設置し、どのような内容の

リニア基本戦略、あるいはリニア中央新幹線活用戦略を策定していくので

しょうか。また、担当者はどのようなタイミングで配置していくのでしょう

か。 

 先ほどの三重県交通ビジョンの五つの施策の新たな展開について、担当課

長会議での検討内容とあわせて、以上、４点お伺いしたいと思います。 

○地域連携部長（服部 浩） ４点御質問をいただきました。少し順番が前後

するかもわかりませんけれども、順番にお答えをさせていただきたいと思い
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ます。 

 まず、去る10月に開催をいたしました東海３県１市による担当課長会議に

おきましては、用地の取得、それから工事の進捗などの取組状況、それから

課題等について情報共有を行ったところでございます。 

 その中で、例えば用地の取得に当たりましては、県とか公社がＪＲ東海か

ら受託をして業務を行っておりますけれども、なかなか計画どおり地元調整

を進めていくためには準備段階からＪＲ東海と十分な調整を行っておく必要

があるということが示されております。 

 また、東海３県１市が連携して検討を進めていきますテーマについても協

議をいたしまして、観光、産業の視点を切り口に、リニアの開業を見越した

中部圏の将来像を検討いたしますリニア駅を核としたまちづくり、それから、

本県の提案でもございます一日でも早い全線開業を目指す取組、こういった

ものを軸に、今後も引き続き検討を行うということになってございます。 

 この会議の概要につきましては、これからも開催の都度、県内市町、それ

から連携をいたします奈良県、大阪府等関係団体とも共有をしてまいりたい

というふうに考えております。 

 リニア全線開業の大幅な前倒しが現実のものとなってきましたことから、

今後はリニアを活用いたしました地域づくりのための計画策定などが必要と

いうふうに考えております。しかしながら、リニア中間駅を核としました三

重県の地域づくりを戦略的に進めるための具体的な計画策定でありますとか、

あるいは担当者の配置、こういった組織体制づくりなどにつきましては、ＪＲ

東海の環境影響評価手続など、概略のルート、それから駅位置の決定に向け

た動きに応じまして、適切にその時期を判断する必要があるというふうに考

えております。 

 ただ、それまでの間につきましては、岐阜県がルートの決定に先立って策

定いたしましたリニア基本戦略を参考にいたしまして、リニア開業に伴う効

果、これは観光交流人口の拡大でありますとか産業の活性化等に関します研

究などに、できるだけ早期の段階から取り組んでいきたいというふうに考え
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ております。 

 もう１点、三重県総合交通ビジョンに掲げました実施方針、その中でリニ

ア中央新幹線名古屋駅及び県内中間駅の利便性の向上とこれへの対応という

ことでございますけれども、今後、東海３県１市が連携して検討することを

予定しておりますリニア駅を核としたまちづくりにおいて協議をいたしてい

きたいというふうに考えておりますし、ルートや駅位置の決定、そういった

ものを見据えまして、策定を考えております様々な計画策定、こういったも

のを進める中で、この三重県総合交通ビジョンにつきましても、それぞれ施

策の具体化について検討してまいりたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） 今、お答えいただきましたけれども、当然ながら、今の

段階で正式な計画は決まっておりませんし、中間駅も発表されておりません

ので、担当者を具体的につけるということは難しいかもわかりませんけれど

も、現段階でもう約20年という形になってきておりますし、今も先行事例で

ある岐阜県であったりいろいろなところの前例を見ることもできますので、

そういうところに関して調査をするという意味でもいろんな担当者をつけて

いただいたり、あるいは、一番最初、岐阜県でありましたリニア中央新幹線

地域づくり研究会というようなものは、これはまだ配慮書が発行される前に

つくられておりますので、この辺については今の意見を参考にしながら、少

しでも早くすることも大事だと思いますが、その点については、地域連携部

長、いかがでしょうか。 

○地域連携部長（服部 浩） 議員から御紹介いただきました岐阜県の例につ

きましても十分把握をいたしておりますので、最大８年間前倒しということ

でございますけれども、それ以上の前倒しも含めて、できるだけ早期から

様々な取組を進めてまいりたいというふうに考えております。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） ありがとうございました。 
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 ちょうど今月、岐阜県庁にリニア中央新幹線の取組について視察に行って

まいりました。担当者の方からは、やっぱり東海３県１市の取組にもござい

ますし、三重県とも情報を共有しながら進めていきたいと思いますというよ

うな説明も伺っております。 

 また、その一方で、岐阜県にとりましては、東京―名古屋間開業までまだ

11年あるという感想もありました。しかしながら、三重県の場合は、東京―

名古屋間に比べまして東京―大阪間は距離が短いこともあり、多分そんなに

時間の余裕は決定した後もないのではないかなというふうに思っております。 

 また一方で、昨年、亀山商工会議所が中津川商工会議所を訪問したときに、

中津川にとっては駅ができることもありがたいことであるが、それに対する

車両基地の設置をしていただくことも非常にありがたいことであるという話

があったということです。これは、車両基地によりまして、1000人ぐらいの

雇用効果が出てくるということであり、地域にとっては本当に大切であると

いうことで、今現在、三重県におきまして、その計画は多分まだないと思っ

ておりますが、人口減対策における働く場の確保という意味でも重要である

と思いますので、これについてはどう考えてみえるのかについてもお伺いし

たいと思います。 

 なお、あわせて、先ほど三重県としての国への要望について説明させてい

ただきましたが、他の団体と協調した要望もなされています。 

 その一つが11月の第106回中部圏知事会議における提言書であり、リニア

中央新幹線の東京―大阪間早期全線整備についてという項目がその提言書に

記されておるということが一つあります。 

 また一方で、９月５日に第９回三重県・奈良県リニア中央新幹線建設促進

会議がありました。その中の要望書に次のように記載されて、その内容がア

ピールとして提案され、採択されています。 

 １、三重・奈良ルート及び駅位置の早期確定。駅周辺でのまちづくりの具

体的な検討や事業促進に向けた環境整備を着実に図ることにより、民間投資

を前倒しして呼び込むことができるよう、ルート及び駅位置を早期に確定す
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ること。ルートは、リダンダンシーの観点から、平成23年５月に決定された

整備計画どおり、東海道新幹線とできる限り離した奈良市付近を経過地とし

た三重・奈良ルートとすること。駅位置は、その便益が紀伊半島全体に広が

るような交通結節性の高い位置とすること。 

 ２、環境影響評価に係る手続の早急な着手。 

 ３、早期事業化による一日も早い全線開業であります。 

 亀山市長との県と市町の地域づくり連携・協働協議会、１対１対談でも発

言されましたが、名古屋から西の奈良県と大阪府でも担当の連絡会議につい

てはどうしていかれるのでしょうか。 

 そして、今月18日には、ＪＲ東海が名古屋―大阪間延伸を最長で８年前倒

しすることを目指して、独立行政法人の鉄道建設・運輸施設整備支援機構に

建設資金の借り入れを、2016年度、2017年度に１兆5000億円ずつ、計３兆円

を申請しました。また、来月13日には岐阜県初の工区となる日吉トンネルが、

そして、来月19日には名古屋駅の新駅が着工されることが発表されましたが、

最後にこのような現状に関する感想、そして車両基地誘致への思い、リニア

中央新幹線の三重・奈良ルートと駅位置の早期確定によるリニアインパクト

の最大化にかける決意について、再度知事のほうにお伺いしたいと思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

○知事（鈴木英敬） まず、他県との関係でありますけれども、奈良県と共同

アピールをやりましたが、やはり大阪府も入ってもらうというのは大変重要

なことであり、現在、担当の会議ができないかということで調整をさせてい

ただいておりますので、またその３県の枠組みもつくっていきたいというふ

うに思っております。 

 それから、直近の感想ということでありますけれども、まさにＪＲ東海が

融資申請をしたということは、この我々の早く前倒ししてくれよというボー

ルをＪＲ東海が受け取って、それで前倒しをやるんだと腹を決めたというこ

とであるというふうに我々は受け取っておりますので、そういう意味では、

全線開業前倒しということについても新たなステージに行ったというふうに
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思っています。 

 ここからは我々自体もさらに一緒に協力をしていって、コストの削減や工

期の短縮、そういうようなことをやっていくという段階に来たのかなという

ふうに思っておりますので、我々自治体もより当事者意識を持ってしっかり

頑張るということが感想と決意であります。 

 それから、車両基地につきましてはそういう効果もあると思いますので、

奈良県もいろいろ狙っているといううわさもありますから、よく研究をして

いきたいというふうに思います。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） ありがとうございました。ぜひとも狙っていただきます

ようによろしくお願いしたいと思います。 

 昭和62年に、私、亀山青年会議所に入会させていただきました。ちょうど

その年の11月６日、当時の運輸大臣、石原慎太郎氏から、明治の文明開化以

来、鉄道が果たしてきた役割は大きかった、リニアは21世紀の新文明を伝播

するため必要という言葉を受けてリニア構想は一気に具体化してまいりまし

た。そして、翌63年、神話のまち亀山へリニアモーターカーをという合い言

葉のもと、亀山青年会議所のメンバーとしてリニア誘致運動のほうを進めて

まいりました。 

 今、８年前倒しされ、平成49年に全線開業となりますと、まさしく私がこ

のリニアに携わらせていただきましてから50年目ということになりますので、

ぜひとも積極的に私としても推進してまいりたいと思いますので、県として

も推進していただくようにお願い申し上げまして、この項については終わら

せていただきたいと思います。 

 それでは、続きまして、踏切道における交通の安全についてという観点で

お伺いしたいと思います。 

 交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭和45年６月、交通

安全対策基本法が制定され、これに基づき、昭和46年度以降、交通安全計画

が作成され、本年７月、平成28年度から平成32年度までの５年間に講ずべき
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陸上交通の安全に関する施策の大綱として第10次三重県交通安全計画が策定

されました。この計画は、道路交通の安全、鉄道交通の安全、踏切道におけ

る交通の安全と大きく三つに分けて交通安全計画が示されており、踏切道に

おける交通の安全のところで、今後の踏切道における交通安全対策を考える

視点について、次のように記されています。 

 踏切事故は、ひとたび発生すると多数の死傷者を生ずるなど、重大な結果

をもたらすことであること、立体交差化、構造の改良、歩行者等立体横断施

設の整備、踏切保安設備の整備、交通規制、統廃合等の対策を実施すべき踏

切道がなお残されている現状にあること、これらの対策が同時に渋滞の軽減

による交通の円滑化や環境保全にも寄与することを考慮し、あかずの踏切へ

の対策や高齢者等の歩行者対策等、それぞれの踏切の状況等を勘案しつつ、

より効果的な対策を総合的かつ積極的に推進することとしますということで

す。 

 そして、講じようとする施策としまして、踏切道の立体交差化、構造の改

良及び歩行者等立体横断施設の整備の促進、踏切保安設備の整備及び交通規

制の実施、踏切道の統廃合の促進、その他踏切道の交通の安全及び円滑化等

を図るための措置の四つの施策が示され、緊急に対策が必要な踏切道は踏切

安全通行カルテを作成、公表し、透明性を保ちながら各踏切の状況を踏まえ

た対策を重点的に推進するというふうにあります。 

 平成19年４月に、国土交通省は、緊急に対策の検討が必要な踏切として

1960カ所の踏切を抽出、公表し対策を講じてきましたが、その後の対策の進

展等を踏まえた見直しを行うとともに、新たに通学路における対策が必要な

踏切や事故が多発している踏切を追加し、アップデートした形で緊急に対策

の検討が必要な踏切1479カ所を抽出し、これらの踏切について、新たな試み

として、全国の鉄道事業者と道路管理者が連携し、踏切の諸元、対策状況、

交通量、事故発生状況等の客観的データに基づき、踏切安全通行カルテを作

成しました。 

 踏切安全通行カルテは、踏切の現状を見える化しつつ、今後の対策方針を
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取りまとめたものであり、今後の対策の実施に当たっての基礎になるもので

す。その内訳としましては、あかずの踏切が532カ所、自動車ボトルネック

踏切が408カ所、歩行者ボトルネック踏切が599カ所、歩道が狭隘な踏切が

164カ所、通学路要対策踏切が159カ所、事故多発踏切が83カ所で、三重県で

はそのうち20カ所が指定されております。 

 一方、踏切道改良促進法等の一部を改正する法律が平成28年３月31日に成

立し、４月１日から施行され、危険な踏切道や渋滞の原因となる踏切道につ

いて国土交通大臣が指定を行い、道路管理者、鉄道事業者や地域の関係者が

連携して具体的な対策を検討する仕組みとなりました。 

 踏切道改良促進法施行規則によると、改良すべきものとして指定を行う踏

切道は、次のいずれかに該当する踏切道と記されています。１、１日当たり

の踏切自動車交通遮断量が５万以上のもの。２、１日当たりの踏切自動車交

通遮断量と１日当たりの踏切歩行者等交通遮断量の和が５万以上で、かつ１

日当たりの踏切歩行者等交通遮断量が２万以上のもの。３、１時間の踏切遮

断時間が40分以上のもの。４、踏切道における歩道、道路の一般通行の用に

供することを目的とする部分、車道であったりしますが、の幅が踏切道に接

続する道路の歩道の幅員未満のもので次のいずれかに該当するものです。イ、

ロ、ハ、ニ、四つあります。踏切道に接続する道路の車道の幅員が5.5メー

トル以上のもの。踏切道における歩道の幅員と踏切道に接続する道路の歩道

の幅員との差が１メートル以上のもの。踏切道における自動車の１日当たり

の交通量が1000以上のもの。ただし、通学路に当たっては500以上のもの。

踏切道における歩行者及び自転車の１日当たりの通行量が100以上、踏切道

が通学路である場合には40以上のもの。そして、５、踏切道における歩道の

幅員が踏切道に接続する道路の歩道の幅員未満のもので、次のいずれにも該

当するもの。踏切道の幅員が5.5メートル未満のもの。踏切道の幅員と踏切

道に接続する道路の幅員との差が２メートル以上のもの。そして、６、踏切

道を通過する列車の速度が120キロメートル毎時以上のもので次のいずれか

に該当するもの。踏切遮断機が設置されていないもの。踏切支障報知装置が
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設置されていないもの。７、直近５年間において２回以上の事故が発生した

もの。８、通学路であるものであって、幼児、児童・生徒または学生の通行

の安全を特に確保する必要があるもの。９、付近に老人福祉施設、障害者支

援施設、その他これらに類する施設があるものであって、高齢者または障が

い者の通行の安全を特に確保する必要があるもの。10、前各号に掲げるもの

のほか、踏切道における交通量、事故の発生状況、踏切道の構造、地域の実

情、その他の事情を考慮して、踏切道の改良による事故の防止または交通の

円滑化の必要性が特に高いと認められるものです。 

 今後、三重県として、この踏切安全通行カルテや踏切道改良促進法による

国土交通省大臣の指定等の仕組みも踏まえ、どのように踏切事故防止対策を

進めていくのかお伺いしたいと思います。 

   〔田中 功環境生活部長登壇〕 

○環境生活部長（田中 功） 今後、どのように踏切事故防止対策を進めてい

くかにつきまして御答弁申し上げます。 

 平成27年度の県内の踏切事故件数は７件、死亡者数は３人と、昨年に比べ

ていずれも増加しております。長期的には減少傾向にありまして、ここ数年

間はほぼ横ばいで推移しているところでございます。 

 一方、踏切事故は、鉄道の運転事故の約６割を占めている状況にありまし

て、改良すべき踏切道がなお残されている現状にあります。このため、踏切

道における交通の安全と円滑化を図るため、構造の改良や踏切保安設備の整

備及び交通規制の実施など、第10次三重県交通安全計画を踏まえた諸施策を

総合的かつ積極的に推進していく必要があります。 

 改良すべき踏切道のうち、緊急に対策の検討が必要な踏切道については、

鉄道事業者、道路管理者等が踏切安全通行カルテを作成、公表して、透明性

を確保しながら事故防止対策を重点的に推進していきます。 

 さらに、改正踏切道改良促進法に基づく国土交通大臣の指定制度を踏まえ

まして、今後も引き続き、三重県交通安全対策会議において情報を共有しな

がら、道路管理者である国、県、市町と鉄道事業者、警察をはじめ地域の関
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係機関等が連携して、踏切事故のない社会の実現へ向け、ソフト、ハード両

面から踏切事故防止対策を推進してまいります。 

 以上でございます。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） 第10次三重県交通安全計画では、ソフト、ハード両面か

らできる対策を総動員してやっていくというような御答弁であったかと思い

ます。今、道路管理者、鉄道事業者、警察及び地域の関係者が連携してとい

うようなお話もございましたけれども、道路管理者が三重県の場合はどうし

ていくのかにつきまして、県土整備部長にお伺いしたいと思います。 

○県土整備部長（水谷優兆） 踏切安全通行カルテを作成した踏切道のある県

管理道路の安全対策についてお答えをさせていただきます。 

 平成28年６月に国土交通省が公表した踏切安全通行カルテでは、県管理道

路に係るものが10カ所あります。 

 県土整備部といたしましては、歩行者の安全を確保することを最優先と考

え、歩道が狭隘な踏切から取り組むこととしております。このうち１カ所で

は、既に歩道の拡幅について鉄道事業者と協議を始めております。その他の

箇所につきましては、道路管理者として対策の必要性についてまず検討を進

めたいと考えております。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） それでは、道路管理者として様々な観点から危険な踏切

がなくなるような形でまた御尽力を賜ればなというふうに思っております。 

 ここに２枚の写真を持ってまいりました。（パネルを示す）まず、これが

１枚目でございます。こちらは亀山市にある踏切ですけれども、この踏切は、

交通量としてはそう多いものではありませんけれども、実は名阪国道の迂回

路となる道路でございまして、国道になっています。管理は県ということに

なっています。ここは踏切の前後で道路と鉄道が並走しております。そして、

踏切のところで約90度曲がるということであるために、名阪国道等が閉鎖さ

れたときにはしばしば大型車が突っ込んできて立ち往生するということにな
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るような踏切でございます。 

 次に、この写真をごらんいただきたいと思います。（パネルを示す）この

写真は、踏切の直後で90度道が曲がっておるということで、この写真を見て

いただきますと、今車がとまっておりますが、この車の奥のところに信号が

少し見えると思いますが、曲がったすぐ先に信号があって、90度曲がってい

くというような交差点になっております。信号交差点があるということと踏

切の交差点が連続しておるというのがこの現場になってまいります。 

 平成26年以降、実はこの踏切では18件の交通事故が起こっています。18件

のうち10件は自損事故で、このような形状であるため内側で回り込んだりし

たことによってガードレールに当たったりする事故が中心で、実際の衝突事

故というよりは、曲がりにくくて事故が起こっておるというのが約10件です。 

 そして、その奥の信号のところでは交通事故が12件発生しています。です

から、踏切道であると同時に、交差点と両方が連続しておるという関係の中

で、非常に多く事故が発生しています。 

 なお、両方とも県道なんですが、この県道につきましては、平成22年の道

路交通センサスでは、少しこれから鈴鹿寄りのところになりますが、昼間の

12時間自動車類交通量は、小型車が7010台、大型車が847台と計7857台が行

き来しておる踏切になっています。平成17年度は7126台でしたので、交通量

は約１割増えたのかなというふうに思っておりますが、この二つの踏切はま

だ、先ほど申し上げた踏切安全通行カルテの対象にはなっておりません。こ

れらの踏切も十分先ほどの踏切道における交通量、事故の発生状況、踏切道

の構造、地域の実情、その他の事情を考慮して、踏切道の回遊による事故の

防止または交通の円滑化の必要性が特に高いと認められるものに該当すると

いうふうに思われますので、ぜひとも道路管理者として、あるいは地域の方

と連携しながら検証を進めていただければなというふうに思っております。 

 実は、私、防災県土整備企業常任委員会の委員でございまして、詳しいこ

とにつきましてはまた常任委員会のほうで質問させていただきますので、こ

こでの答弁は控えさせていただきますので、よろしくお願いしたいと思います。 



－1582－ 

 それでは、最後に、ため池のほうに入らせていただきたいと思います。ま

ず、ため池の防災・減災対策についてお伺いしたいと思います。 

 近年の豪雨や大規模な地震によって多くのため池が被災し、大きな被害が

発生しております。こうした自然災害による被害を未然に防止するために、

都道府県や市町村が主体となって、平成25年度から平成27年度の３カ年に全

国のため池において一斉点検が実施されました。点検を通じて施設の現状を

把握するとともに、豪雨や地震に対して被災する可能性や周辺への影響度を

改めて確認し、今後の効率的かつ重点的なため池の防災・減災対策の推進に

活用されるとのことであります。 

 県内には3162カ所の農業用ため池がありまして、そのうち地域防災計画に

位置づけられたため池は551カ所、点検の結果、下流に住宅や公共施設等の

ある防災重点ため池は540カ所、うち196カ所が洪水流下能力や耐震性能など

に関して詳細な調査の優先度が高いとの結果になっております。 

 今後は、これら196カ所の防災重点ため池を中心に詳細調査を実施し、対

策が必要と判断された場合には、ハードとソフトを組み合わせた防災・減災

対策を実施する予定であるというふうに聞いておりますが、この後、どのよ

うな対策を行っていかれるのでしょうか。 

 受益面積が２ヘクタール未満の小さなため池の対応についてもあわせてお

伺いしたいと思います。 

 ちょうどさきの2016年度定期監査結果報告にも、ハードの整備には多額の

費用と年数が必要となるので、優先順位をつけて計画的に整備を進められた

い、早急にため池ハザードマップを作成、公表するよう市町へ働きかけられ

たいとの意見もありましたので、それについてもあわせてお伺いしたいとい

うふうに思います。 

   〔 仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（ 仲繁樹） ため池の防災・減災対策についての御質問にお

答えをいたします。 

 まず、近年増加傾向にある集中豪雨や近い将来に発生が危惧されておりま
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す南海トラフ地震等に備え、農業用ため池の防災・減災対策を進めていくこ

とは大変重要であると考えています。 

 こうした中、議員からも今御紹介がありましたが、農業用ため池の点検に

つきましては、市町が主体となって、平成25年度から平成27年度までの３カ

年に、県内の全ため池3162カ所のうち、受益面積が0.5ヘクタール以上の

2692カ所について一斉点検を実施したところであります。 

 また、一斉点検を実施したため池のうち、下流への影響や堤体高さ、いわ

ゆる堤の高さでございますけども、それなどを勘案して市町が設定した防災

重点ため池は540カ所あります。その中で、点検の結果、詳細な調査の優先

度が高いと判定されたため池は196カ所でございます。 

 このような状況の中、現在196カ所の防災重点ため池について、順次詳細

調査、耐震調査を実施しているところであります。この調査の結果、耐震性

能が不足していると判定された受益面積が２ヘクタール以上のため池は、国

の補助制度を活用し、県営事業によりまして計画的に堤体補強や地盤改良な

どを実施しているところであります。 

 また、受益面積が２ヘクタール未満のいわゆる小さいため池につきまして

も、一定の要件、貯水量が1000立方メートル以上、あるいは総事業費800万

円以上というような条件がありますが、これらを満たせば国の補助制度を活

用いたしまして、市町が主体となって整備を行うことが可能となっておりま

す。 

 一方、ハザードマップについても御質問がありました。こうしたハード整

備には多額の費用と年数が必要となるため、県では、堤体決壊時に、迅速か

つ安全に避難するためのソフト対策といたしまして、市町が取り組むハザー

ドマップの策定に対し助言を行うなど、技術的な支援を行っているところで

あります。 

 これまで県内15市町、222カ所でハザードマップが作成されており、地域

住民への危険区域の周知や避難路情報などの提供を行うことにより、いわゆ

る逃げる意識の向上が図られているところであります。 
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 今後も引き続き、県民の皆さんの命や暮らしを守ることを第一に、ため池

等の決壊時の下流被害が大きい箇所などから優先的に耐震対策を進めるとと

もに、県が主催します会議あるいは研修など、様々な機会を通じまして、市

町の皆さんにハザードマップの作成、活用を働きかけまして、ハード、ソフ

トの両面から防災・減災対策を推進し、地域防災力の向上を図ってまいりた

いというふうに考えています。 

 以上でございます。 

   〔35番 長田隆尚議員登壇〕 

○35番（長田隆尚） ありがとうございました。今、小さな２ヘクタール未満

のものについてもいろいろあるということでした。 

 地域の中にため池があって、その下に住んでおみえの方につきましては、

なかなか、ため池というのは古くからあるもので、そのため池が安全なのか

どうかわからない。また、草刈りが整備されておればそののり面に亀裂が

入っておるかどうかわかるんですが、耕作放棄地との関係もありまして、そ

れがされていない池もあるという中で不安があるということですので、いろ

んな点検をしていただくとともに、いろんな制度の中でそれを整備していた

だいて、地震とかによります堤防の決壊による避難が出ないような形で、今

後とも農業用ため池だけではなくて、様々な面で御尽力を賜ればなというふ

うに思っております。 

 ちょうど今月２日、東京で南海トラフ地震等に対する緊急防災対策促進大

会というのがありまして、そこに鈴木知事も参加されておりましたが、参加

させていただきました。今回の主な要望内容は、短時間で津波が襲来する沿

岸域や海抜ゼロメートル地帯などリスクの高い地域における緊急性の高い対

策に集中投資し、強靱化を加速できるよう、防災、減災に資する予算の総枠

を確保すること。そして、最低限必要な対策を短期集中的に推進するため、

新たな財政支援制度の創設など支援措置を講ずること。この二つが大まかな

趣旨であったかなというふうに思っております。 

 どうしても南海トラフ地震、東海地震となりますと津波のことが心配され
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まして、先日の地震でもそうですが、海岸べりのほうに対して集中的にいろ

んな注目がいくわけでございますが、実は山のほうにも、今申し上げたため

池の問題もあります。 

 これも数年前ですが、福島県でしたか、藤沼湖というのがあり、東日本大

震災で藤沼湖の堤防の決壊によりまして、下流で７人の方が亡くなるという

ことが発生しています。当時、ここの現場を見に行かせていただきましたけ

れども、その亡くなられた場所から藤沼湖というのは一切見えずに、まさか

そこに住んでおみえの方はその池が決壊することによって自分たちのところ

にそのような水が流れてくるという認識はなかったのではないかというふう

に思っております。 

 池の近くにお住まいの方だけでなくて、その下流の方が安心して暮らせる

ような形の中でいろんな施策を進めていただくとともに、ハザードマップを

つくる等、総合的に御尽力を賜りますことを最後にお願い申し上げまして、

質問を終わらせていただきたいと思います。ありがとうございました。（拍

手） 

 

休          憩 

○議長（中村進一） 暫時休憩いたします。 

午後０時２分休憩 

                                    

午後１時０分開議 

 

開          議 

○副議長（日沖正信） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 

質          問 

○副議長（日沖正信） 県政に対する質問を継続いたします。13番 彦坂公之

議員。 
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   〔13番 彦坂公之議員登壇・拍手〕 

○13番（彦坂公之） 皆さん、こんにちは。新政みえ、鈴鹿市選出の彦坂公之

です。 

 議長のお許しをいただきましたので、一般質問を行いたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 今年も残り１カ月になりまして、早いもので伊勢志摩サミットから半年が

経過したということであります。先日、記録誌ということで見せていただき

まして、改めてすごいイベントだったんだなというふうに、思わせていただ

きましたし、非常によくまとまっていました。ある意味、主要７カ国のリー

ダーが来て、こういう会議がこの三重県で行われたということは、非常に一

県民として誇りを持った次第であります。 

 一方、写真集のほうを見ますと、当たり前のことですけど知事の露出がす

ごく多くて、卒業アルバムかなと、別に他意はございませんけれども、その

ような印象を持ったわけであります。 

 この時期になりますと、この１年を振り返ろうということでいろんなイベ

ントが開かれる、官民問わずに。三重県議会におきましても、今年度の三重

県議会10大ニュースを今募集しているところであります。 

 その中で、ここで披露するネタはないかなと一生懸命探しました。ありま

した。ユーキャン新語・流行語大賞です。この賞は、１年間に発生した様々

な言葉の中で、軽妙な世相を突いた表現とニュアンスということで、広く大

衆の目、耳、口をにぎわせた新語、流行語を選ぼうということで、言葉に深

くかかわった人物であるとか団体を表彰して、12月１日に発表されるという

ことであります。 

 今年のノミネート語の中に、政治部門でありますけれども、小池東京都知

事の言葉が三つノミネートされています。まずは、都民ファースト、そして、

アスリートファースト、そしてもう一つ、なぜかレガシーというのがありま

した。これは、鈴木知事が伊勢志摩サミットのときから、オウム返しのよう

にというと失礼ですけど、事あるごとに使っておられた言葉なので、ある意
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味、俺のほうが先やということで異議を唱えたらいかがでしょうかと、こん

なことを思った次第であります。 

 それでは、通告に従いまして、４項目について質問をさせていただきます。 

 まず、自動車関係諸税の抜本的な見直しについてであります。 

 言わずとも、自動車は国民の生活の必需品であるにもかかわらず、取得、

要は購入するときですね、あるいは保有、購入してから、走行、各段階で複

雑かつ過重な負担が課せられているわけであります。 

 平成21年度の税制改正におきまして、道路特定財源から一般財源化、要は

自動車がいろいろ道路に与える負荷等々を鑑み、修理等々の費用に使おうと

いうことで、道路に係るものだけ使おうといったことでありましたけれども、

これが一般財源化、要は何に使ってもいいぞということになったわけであり

ます。そういったことによって、課税根拠を喪失しているんだろうと思いま

すし、取得税と消費税の二重課税ということで多くの課題が残されているわ

けであります。 

 しかしながら、平成28年度の税制改正では、簡素化、負担の軽減への逆行

を繰り返すものとなっております。自動車ユーザーに新たな負担を強いる環

境性能割の制度設計が負担軽減を議論することなく先行で決められたことを

はじめ、四輪軽自動車の経年車への増税、あるいは二輪車への大幅な増税な

ど、粛々と断行されたということで、全くユーザーを顧みず、財源確保を優

先する議論に終始したということであります。 

 また、県内には自動車産業、非常に裾野の広い産業であります。自動車に

使われている部品は約３万点と言われています。多くの雇用を支えているわ

けであります。この税制を改正して軽くすることによって、自動車市場の底

支えにもなるんだろうと思いますし、それがひいては、自動車産業が活性化

することによって県の経済も、そして、税収の伸びにもつながっていくんだ

ろうというふうに考えております。 

 こんな中、今月、知事におかれましては、愛知県、静岡県、神奈川県、広

島県をはじめ、全国11県の知事の皆様、そして名古屋市長、浜松市長連名で、
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与党、政府に、平成29年度税制改正において自動車諸税の抜本的な見直しを

求める緊急声明というのを要請していただきました。 

 まず、この緊急声明の内容について、知事にお伺いしたいと思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） 11月上旬に行いました11県知事、２市長の連名での要望

について御説明したいと思います。 

 自動車産業は広範な関連産業を持ち、三重県においても経済や雇用を支え

ている大変重要な産業であることから、自動車ユーザーの負担軽減に向けた

自動車税制の見直しが必要であると認識しております。 

 一方、県の財政も厳しい状況の中で、自動車税及び自動車取得税の税収は

自治体にとっても重要な財源となっています。 

 このような状況を踏まえ、税制の見直しに当たっては、より環境に配慮し

たエコカーの普及を促進するとともに、地方の財政運営に支障が生じないよ

うにすべきであると考えています。 

 今月上旬には、三重県を含む11県知事と２市長が連名で、平成29年度税制

改正において自動車諸税の抜本的な見直しを求める緊急声明を国に提出した

ところであります。緊急声明は、自動車諸税の減収により住民サービスの低

下を招くことのないよう、減収額に見合った代替財源を制度的に確保するこ

とを前提としています。 

 その上で、１点目として、自動車諸税の抜本的な見直しについては、簡素

化、自動車ユーザーの負担の軽減、グリーン化を図る観点から、総合的な検

討を行い、必要な措置を講ずること。 

 ２点目として、自動車取得税、自動車重量税のエコカー減税については、

消費税率10％時点まで延長するとともに、拡充、簡素化を行うこと。 

 ３点目として、自動車税、軽自動車税のグリーン化特例については、消費

税率10％時点まで現行制度を延長することの３点を要望しております。 

 現在、国において様々な観点から自動車諸税の取り扱いについて検討がな

されているところであり、今後も国の動向を注視し、要望内容の実現に向け
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取り組んでまいります。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） ありがとうございました。 

 今回の行動について、私からもお礼を申し上げたいと思います。大筋では

私の思いと一緒でありましたので安心いたしました。 

 先ほど知事からありましたように、政府、与党の税制調査会でいろんなこ

とが議論されているわけであります。新聞報道でいつも目を引くのは、配偶

者控除の話であったりだとか、ビール系飲料の税をどうするかだとか、その

中にエコカー減税の延長ということがありまして、財源を確保したい財務省

と自動車産業の発展に重きを置いた経済産業省のあたりで綱引きがされてい

て、延長されるような話もありましたけれども、ここで、自動車関係諸税に

ついて少し説明をさせていただき、皆さんと共有をしておきたいというふう

に思います。 

 まず、１枚目のパネルをごらんください。（パネルを示す） 

 まず、これが自動車の税体系であります。先ほど触れましたが、取得段階

及び保有段階、そして、取得と所有のところでは車体課税というのがかかっ

てきます。また、走行段階においては燃料課税ということです。合計９種類

の複雑かつ過重な税負担に加え、消費税と取得税ということで二重のタック

ス・オン・タックスが存在しているわけであります。 

 次に、２枚目のパネルがありますけど、（パネルを示す）これが燃料課税

の種類と率の一覧です。 

 燃料課税につきましては、先ほど申し上げましたように、平成21年度の旧

道路特定財源の一般財源化によりまして、課税の根拠を喪失しているわけで

ありますけれども、暫定税率が廃止された後も、当分の間として措置される

税率が残されているわけであります。 

 自動車はもはやぜいたく品ではなく、特に公共交通機関が十分でない地方

においては、移動の手段として必需品であります。 

 それでは、このパネルをごらんください。（パネルを示す） 



－1590－ 

 自動車検査登録情報協会の都道府県別の１世帯当たりの自家用自動車の保

有台数であります。このデータからも地方の足として浸透していることがわ

かります。三重県は14位で、１世帯当たり1.467台、一方、都市部、東京都、

大阪府、神奈川県、京都府、兵庫県、このところは１台を切っているという

ことであります。要は、持っていない家庭もあるということでありますので、

今の国のほうの、地方と国の租税収入というのは999兆円ぐらいあると思う

んですけれども、そのうち自動車のもろもろの税は大体8.1兆円を占めてお

りますので、地方がより多く負担しているということがこのデータからもわ

かるんだろうというふうに思います。 

 これらの税制改正は、自動車関係の産業界だけではなくて、私どもが所属

します新政みえのほうで、いつも夏場に各種三重県の団体の皆様方と意見交

換会、要望を聞いておるわけでありますけれども、その中でも、三重県の中

小企業団体中央会の皆様方や三重県トラック協会の皆様方からも同様の改正

の要望をいただいておるわけであります。 

 加えまして、県当局におかれましても、先ほど長田議員がリニアの件で一

部、パネルをお示ししていただいておりますけれども、予算要望の確保に向

けた国への要望の中にも盛り込んでおられるわけであります。 

 先ほど知事も述べられましたように、自動車関係諸税の車体課税につきま

しては、地方自治体の安定的な財源と認識しておるわけであります。先ほど

申し上げましたけれども、自動車産業は、車両生産、部品製造、販売、資材

調達、補修部品、利用者サービスなど、様々な関連企業を抱える裾野の広い

産業であり、日本の全就業人口の１割に当たる530万人の雇用を抱えており、

日本経済を支えておる我が国を牽引する基幹産業なんだろうというふうに思

います。 

 今後とも、自動車関係諸税抜本改正が行われるまで、ぜひ、粘り強く地方

の声を国に届け続けていくと、こんなことが大事でありますので、知事及び

県当局におきましても、今後とも地方の声を高らかに国に上げていっていた

だきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。 
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 それでは、三重県海外ビジネスサポートデスクについて質問をいたします。 

 まず、質問の冒頭で、三重県海外ビジネスサポートデスクの設置について

少し振り返っておきたいと思います。 

 三重県海外ビジネスサポートデスクは、県内企業の国際競争力の向上、持

続可能かつ自立的な産業構造の実現を目指し、東アジアの経済成長を本県の

産業の発展につなげるため、そして、他の都道府県と比較してちょっと遅れ

ぎみであった県内中小企業の海外事業展開を中華人民共和国、中国ですね、

アセアン諸国及び日本国内で支援することによりまして、ビジネスチャンス

の拡大を支援することを目的に、平成24年に、津市内に国内デスク２カ所、

上海に中国デスク、タイ王国のバンコクにアセアンデスクをそれぞれ開設い

たしました。 

 海外展開に関する専門的なノウハウを持ち、現地のネットワークを有する

事業者、中国デスクでいいますと株式会社百五銀行と株式会社百五銀行経済

研究所及び中国企業のＮＡＣ名南コンサルティングによる事業体であります。 

 アセアンデスクにおきましては、野村証券株式会社、株式会社野村総合研

究所からなる事業体に委託しておりまして、平成24年から５年間、総額委託

料としては１億円余の予算を投入しているというふうに認識しております。 

 そして、業務内容は、中国ビジネスサポートデスクでは、中国国内での商

談会の開催などによる商談機会の設定、中国への現地視察や調査への支援、

そして、中国での取引先発掘など個別のマッチング支援、中国への事業展開

における個別の相談であったりだとか、現地最新情報の提供、情報提供セミ

ナーの開催、そして、ホームページなどを通じて、現地の情報、関連情報の

紹介、現地政府及び関係機関とのネットワークの構築、現地での三重県情報

の発信ということであります。 

 アセアンビジネスサポートデスクでは、アセアン諸国の現地視察や調査の

支援、アセアン諸国への事業展開に関する個別相談会の開催、情報提供セミ

ナーの開催、それとホームページなどを通じた現地の情報、関連情報の紹介、

現地政府、関係機関とのネットワークの構築及び現地での三重県情報の発信
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と、以上の業務をやっていただいておるというわけであります。平成24年に

設置されてから今年で５年目ということで、５年が経過するわけであります

が、私の記憶違いかもわかりませんけれども、これまでの取組の内容、実績

について、特に報告もなかったように感じておる次第であります。 

 これまでの三重県海外ビジネスサポートデスクの取組実績を伺いたいのと、

あわせて、これまでの取組を踏まえた今後の方向性についてお伺いしたいと

思います。 

 以上、お願いいたします。 

   〔廣田恵子雇用経済部長登壇〕 

○雇用経済部長（廣田恵子） 三重県海外ビジネスサポートデスクについての

現在までの取組状況、それから今後の展開についての御質問でございます。 

 まず、取組状況でございますが、議員からも御紹介がございましたが、サ

ポートデスクでは県内企業が海外ビジネスを展開する際のハードルを下げる

ために、一つ目、現地の経済情勢に関する情報提供や特許権の保護と活用な

ど、専門分野に特化したセミナーの開催、それから二つ目としては、リー

ディング産業展などにおける県内企業との個別面談によるアドバイスとその

フォローアップ、それから三つ目として、海外ミッション団の派遣、現地商

談会の開催、展示会への出展等に関する事前調整やアテンド、それから四つ

目として、海外で取引の可能性のある現地企業に関する情報や輸出入に必要

な手続、それに関する現地政府等の規制や制度についての情報提供、五つ目

として、バイヤー等現地関係者への橋渡しなど、ネットワークの構築支援と

いった支援をきめ細かく行ってきたところでございます。 

 平成24年の設置から今年度上半期までに、中国デスクでは827件、アセア

ンデスクでは426件の県内企業からの相談等に対応してきております。県内

企業が初めて海外展開に取り組むために必要となる基本的な情報の収集から、

現地工場や事務所の設立に関する具体的な相談まで幅広いものに対応してご

ざいます。 

 サポートデスクに対するニーズの変化、課題でございます。 
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 サポートデスク設置から４年余りが経過する中、世界経済の潮流の変化に

より、中国からアセアン等の新興国への製造拠点のシフト、それから新興国

の所得の増加に伴う消費の拡大、アジアを中心とした訪日観光客の増加など、

県内企業の海外展開を取り巻く環境にも変化が起こってきました。 

 このため、サポートデスクでは、中国進出済み企業の国外への移転や、中

国を市場として捉えた富裕層に対する販路開拓に対する相談対応のほか、本

県への観光誘客促進に向けた現地での情報発信などの強化に取り組んできた

ところでございます。 

 それに伴いまして、サポートデスクへの相談内容についても変化をしてき

ております。それは、情報入手や市場把握など、初期段階の相談からより専

門的な相談とか社会情勢の変化に対する相談へということでございます。 

 例えば、中国デスクでは、中国への新規進出に関する相談が減少する一方

で、撤退を含んで中国からの国内外への移転や、県産品の販路開拓に関する

相談が増加しておりまして、それらへの対応が求められてきております。 

 また、中国やアセアン以外のより広い地域への展開に対する支援を望む声

もいただいているところでございます。 

 今後の展開のところでございますが、国におきましては、ジェトロを中心

に中小企業の海外展開、輸出を支援する体制を強化してきております。銀行、

商工団体など、多様な支援機関が連携して、それぞれの専門分野に応じた支

援策を提供して、総合的な支援を行う新輸出大国コンソーシアムの設立や、

新興国を中心とする15の国、地域の現地において、海外展開に係る支援をワ

ンストップで提供する中小企業海外展開現地支援プラットホームの設置など

の取組を進めております。 

 こうした状況を踏まえまして、本県においてもジェトロと平成25年５月に

業務協力に関する覚書を締結しまして、27年６月には農林水産物等の輸出促

進における協力を強化するための改定を行うなど、中小企業の海外展開支援

に係る相互連携を一層強化しているところでございます。 

 このような様々な環境変化を総合的に勘案し、ジェトロ三重をはじめとす
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る県内支援機関の有する専門的なノウハウを活用しまして、県内企業からの

相談に幅広く対応できるよう、引き続きサポートデスクの効果的な運営に努

めてまいりたいと考えております。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） 今までの取組であったりだとか、今後の考え方などにつ

いて答弁いただきました。きめ細かくやって、中国デスクでは今まで827件、

アセアンデスクにおいては426件ということであったりだとか、進出先の海

外の環境がいろいろ変わってきているということも報告いただきました。 

 例えば、中国では、中国の現地の方々の賃金が上がってきたということで、

今、盛んに中国から出て、いわゆるチャイナプラスワンみたいなことだとか、

撤退も余儀なくされていると。新たに進出するよりも撤退するほうが難しい

というふうなことも伺っておりますので、そこら辺もきめ細かく対応してい

ただいているんだろうなというふうに思います。 

 今の答弁の中で、ジェトロだとかいろんなところと総合的に連携をとって

いくということでありますけれども、それはサポートデスクをこのまま残し

たまま、新たな枝をつくって支援していくという考え方でよろしいですか。 

○雇用経済部長（廣田恵子） 現在のサポートデスクを活用しながら、新たな

地域においてもいろんな相談に応じてくれるような機関が、連携できるとこ

ろがあると思いますので、そういうところを探していきたいというふうに考

えております。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） 実は、今月７日から10日にかけまして、四日市港管理組

合議会で、ここにみえます服部組合議会議長を団長として、県議会議員でい

うと石田議員と私、３名でタイのバンコク港と香港港のほうに海外港湾事情

調査に行ってまいりました。その途中で、実はタイ、バンコクのアセアンビ

ジネスサポートデスクにお邪魔をいたしました。 

 当然、四日市港管理組合議会の調査でございますので、アセアン諸国への

事業展開をする企業に向けて、ポートセールスへの協力依頼ということが主
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でありました。 

 当日、冒頭、東京都が出しております、公益財団法人東京都中小企業振興

公社の方々から事業内容を説明いただいて、その後、三重県海外ビジネスサ

ポートデスクの皆さんと懇談をやらせていただいたわけであります。 

 興味深く意見交換をさせていただいたんですけれども、アセアンも経済連

携がここへ来て進んでおりまして、先ほど部長もおっしゃったように、市場

の変化だとか、そして、プラス、アセアンのインフラ整備というのは物すご

い勢いで進んでおるものですから、物流機能が格段に進化している等々の報

告を受けました。それから、サポートデスクでは、全国13の自治体の皆様に

よって、いろんなことを連携しながら、それぞれの県の中小企業なり小規模

企業の皆さんのアセアンへの進出をサポートしているということであります

けれども、先ほどこれまでの実績と今後について答弁をいただいたわけであ

ります。ここで１点お尋ねしておきたいんですが、雇用経済部のほうでは、

これまで県内の中小企業であったりだとか、小規模企業の皆様からいろんな

聞き取り調査を実施して、いろんな産業政策に反映していこうということで

取組を実施されておりますけれども、中国あるいはアセアン諸国への海外展

開をした企業、あるいはこれから海外展開をしようと考えているような企業

から、サポートデスクへの評価だとか、あるいは意見、もうちょっとこんな

ことも取り組んでくれよみたいなものがありましたらお伺いしておきたい思

います。 

○雇用経済部長（廣田恵子） まず、サポートデスクの助言や支援に対する評

価としましては、ＪＩＣＡ事業など、外部資金を活用した海外展開について、

申請書の作成など、専門家としての経験を生かしたアドバイスをもらえてよ

かった、それから、商談会で様々な企業と引き合わせていただきありがた

かったというような声をいただいております。 

 サポートデスクそのものがあることに対する評価としましては、海外現地

にサポートデスクがあることは現地機関との関係構築に役立っているという

ような声をいただいております。 
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 それから、もう一つは、先ほども答弁の中で発言させていただきましたが、

中国とタイだけではなく、もう少し広いアセアン諸国とかにも窓口があった

らいいなというような声も実際にいただいているところでございます。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） ありがとうございました。 

 県内企業での、三重県海外ビジネスサポートデスクについては総じて評価

が高いということで、要望としては、もっといろんな国へのサポートをして

いただけるようなものはないかということであります。 

 三重県海外ビジネスサポートデスクが海外のカウンターパートナーとなる

機関等々の窓口であったり、県内の中小企業の海外展開等を効果的に支援す

る勧めをぜひ今後ともお願いしたいと思います。 

 今、国内市場というのは非常に減少に追い込まれているということで、人

口減少が進むとさらにパイは小さくなるということであります。経済のグ

ローバル化が進む中、県内の中小企業にも海外展開を促進する必要があると

いうふうに思っております。 

 中小企業が海外展開を行う際には、先ほど部長からもちらっと説明いただ

きましたけれども、事業計画の策定、あるいは現地に関する情報収集、そし

て資金調達、販路開拓、知的財産の保護、人材の確保、労務管理、信頼でき

るパートナーの確保など、様々な課題に直面するんだろうというふうに思っ

ておりますので、よろしくお願いいたします。 

 そして、今、中国なんかでも日本の某大手企業の電気メーカーなんかは労

使紛争に巻き込まれて、現地従業員がサボタージュをやっているなんていう

情報も聞いております。そういった文化の違い、労使関係の違い等もありま

すので、ぜひ現地の駆け込み寺的な存在でもあるというふうに思っておりま

すので、この辺の手当てもきちっとやっていただきたい。現地のサポートデ

スクというのは、この三重の地から遠く離れているわけでありますので、現

地の方が、年に２回、３回報告をしているんだというようなことをおっ

しゃってみえましたけれども、現地の委託先に丸投げになるようなことのな
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いような展開をお願いして、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、競技スポーツの振興についてということで、何点かお伺いしたいと

思います。 

 最近、多くの三重県出身のアスリートが躍動しているというふうに思いま

す。この夏のリオデジャネイロオリンピック・パラリンピックはもちろんの

こと、今週の日曜日でありますけれども、ヴィアティン三重が鈴鹿アンリミ

テッドＦＣとのＪＦＬ、日本フットボールリーグ昇格をかけた全国地域サッ

カーチャンピオンズリーグ決勝ラウンド、いわゆる三重ダービーと言われる

ものでありますけれども、これを見事に制して、来季、ＪＦＬの昇格権を得

たということであります。 

 また、プロ野球のほうに目を向けますと、先月の日本シリーズであります

が、私と同じ鈴鹿市出身の北海道日本ハムファイターズの谷元圭介選手が優

勝を決める第６戦、最終回のマウンドに上がりました。無失点に抑えて胴上

げ投手になったということであります。彼は、身長が166センチということ

で、日本プロ野球界では最も身長の低い選手であり、投手でありますが、持

ち前の運動神経と非常に故障の少ない強靱な体とメンタルの強さで、切れの

あるボールを武器に、今シーズン、実は58試合も主に中継ぎで登板し、チー

ムの日本一に貢献したということであります。プロ野球ファンだけではなく

て、見ている全ての人々に感動を与えたんだろうというふうに思います。 

 実は私、昨年、彼とちょっと話をする機会がありまして、彼は、体が小さ

くてもプロの世界でやっていくんだということを小さな野球少年あるいは少

女に夢を与えたいという思いで今頑張っているという話を伺いました。トッ

プアスリートというのは、プレーだけではなくて言葉でも勇気と感動を与え

るんだなという思いを持った次第であります。 

 それでは、質問に移りたいと思います。 

 まず、2019年に開催されますラグビーワールドカップ2019公認キャンプ地

誘致についてお伺いしたいと思います。 

 この件につきましては、実は昨年、同じ会派の田中智也議員もキャンプ地
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誘致への取組について質問をされました。ただ、あのときは、まだキャンプ

地の要項等々、詳しいことが決まっていない段階での質問でありました。 

 ここへ来て、詳しいいろんな要項等々、ガイドラインが決まってまいりま

したので、改めて質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、ラグビーワールドカップ2019の開催時期でありますけれども、2019

年の９月20日から11月２日までの44日間、開催会場、試合会場は、東京都、

横浜市、豊田市、東大阪市など、全国12会場で行われます。参加チームは20

チームで、全部で48試合組まれているということであります。 

 今回の質問のキャンプ地ということでありますけれども、このキャンプ地

には２種類ありまして、本大会期間前にチームが滞在する事前キャンプ地、

これが一つです。本大会中に滞在する公認キャンプ地、これは、例えばキャ

ンプ地に滞在しながらスタジアムまで行って試合をして、また帰ってくると

いう、ベースキャンプ的な意味合いですけれども、この２種類があります。 

 公認キャンプ地の決定までの流れでありますけれども、実は今年の８月１

日から12月22日、残り二十日でありますけれども、この間にキャンプ地を募

集して、来年の夏、公認キャンプ地候補地が選定され、承認され、それから

チームの実施視察、そしてキャンプ地の決定、契約となり、再度、2019年春

までかけてチームの視察が行われ、いよいよ2019年夏から秋にかけて公認

キャンプ地としての受け入れ準備に入るということです。 

 そして、このラグビーワールドカップ2019公認キャンプ地に鈴鹿市が、来

月申請の手続を行うというふうに伺っています。これまで、公益財団法人ラ

グビーワールドカップ2019組織委員会の公認キャンプ地ガイドラインに基づ

き準備を進めてこられたということであります。大変な作業だったんだろう

と思いますけれども、関係者の努力に敬意を表したいと思います。 

 鈴鹿市は、三重交通Ｇスポーツの杜鈴鹿があることや、試合会場となりま

す愛知県豊田市、大阪府東大阪市との地理的な優位性もあり、近いという環

境にあり、選定されることを願うばかりであります。 

 三重県においては、県民の皆さんがスポーツに触れることを通じて、ス
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ポーツを見る、支える、する、こうした方々が広がって、県民の力が結集し

た元気な三重づくりの実現に向けた様々な活動を展開していただいていると

認識しております。 

 キャンプ地には、選手並びに関係者が継続して訪問されるわけであります

けれども、安定的な交流人口の拡大が見込まれることであったりだとか、観

光等のサービス業への経済波及効果も大きく、地域経済への効果も期待され

るわけであります。 

 ラグビーワールドカップ2019公認キャンプ地は、まさにこれらの県が行っ

ている取組にマッチしているんだろうというふうに思います。 

 そこでお尋ねですが、鈴鹿市のラグビーワールドカップ2019公認キャンプ

地誘致について、三重県としての対応をどのように行うのかお伺いしたいと

思います。 

   〔鈴木英敬知事登壇〕 

○知事（鈴木英敬） ラグビーワールドカップ2019公認チームキャンプ地誘致

についての対応であります。 

 ラグビーワールドカップ2019公認チームキャンプ地をはじめ、東京オリン

ピック・パラリンピック等のキャンプ地を本県に誘致することは、県民の皆

さんのスポーツに対する関心をより一層高めるとともに、子どもたちが各国

を代表するトップアスリートと身近に接することで、将来への夢や希望を持

つようになる絶好の機会と考えます。 

 本年７月には、公益財団法人日本水泳連盟に働きかけを行い、三重交通Ｇ

スポーツの杜鈴鹿水泳場において、リオデジャネイロオリンピック競泳日本

代表チームの強化トレーニング合宿が実現しました。合宿では、ジュニア選

手との交流会や壮行会、一般公開練習などが行われました。私も壮行会に参

加し、日本代表選手とふれあっている子どもたちが目を輝かせ、生き生きと

している姿を目の当たりにして、キャンプ地誘致の効果を感じたところであ

ります。 

 ラグビーワールドカップ2019公認チームキャンプ地の誘致に向けては、こ
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れまで県も率先して公益財団法人ラグビーワールドカップ2019組織委員会か

ら積極的に情報収集を図るとともに、三重県ラグビー協会等と協議を重ねて

まいりました。 

 このたび、関係者間で協議が調いましたので、三重交通Ｇスポーツの杜鈴

鹿を会場として、三重県並びに鈴鹿市が共同で、応募の期限である12月22日

までに申請を行います。 

 公認チームキャンプ地候補地は、年明け以降の組織委員会による実地審査

を踏まえ、平成29年夏ごろ選定される予定です。 

 引き続き、組織委員会から情報収集を行いながら、候補地として選定され

るようＰＲしてまいりたいと思います。 

 ですので、この応募に当たっての必要書類などの申請、協会との調整、そ

ういうのをしっかりやるということと、それから、実地審査に来た場合にお

いて、鈴鹿市と連携をして、しっかり受け入れをすると、そして我々の熱意

をしっかり伝える、あるいはメリットを伝えるというようなこと、それから、

決定しましたら、県の施設でありますので、市との役割分担をしっかりやっ

て、県も全面的に支援できるように、そして、そこのチームの人たちに活躍

してもらえるような環境づくりをやっていきたいと思います。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） ありがとうございました。 

 共同で提案していただけるということでお話をいただきました。 

 キャンプ地に応募されるであろう自治体は非常に多くて、説明会には160

ぐらいの自治体が出たということで、非常に関心の高さといいましょうか、

全国自治体の熱い注目を浴びている、注がれているわけであります。 

 昨年のラグビーワールドカップイングランド大会でのジャパンの活躍で

あったりだとか、リオデジャネイロオリンピックでの男子７人制ラグビー

チームの活躍、そして、女子７人制ラグビーチーム、サクラセブンズの活躍

であったりだとか、パラリンピックでの車いすラグビーの活躍、本県におき

ましても女子ラグビーチーム、パールズが結成されました。さきの岩手国体
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では５位という立派な成績をおさめております。 

 ぜひ、これから選定されることを祈るばかりでありますけれども、県内の

多くの子どもたちにプロのプレーを見せてあげる絶好の機会でありますので、

よろしくお願いをいたします。 

 次に、２点目でありますけど、三重とこわか国体に係る市町の運営費の確

保についてであります。 

 平成33年に第76回国民体育大会、三重とこわか国体が開かれるわけであり

ますけれども、第21回全国障害者スポーツ大会とあわせて、これから５年と

いうことになりました。国体は、我が国のスポーツの祭典であり、スポーツ

にとどまらず、開会式なんかを見ておりますと、文化的な要素もふんだんに

ありまして、まさに県民挙げてのイベントなんだろうというふうに思います。 

 これまで、国民体育大会の開催に向けて準備委員会を設立するなど、開催

準備に取り組んでいただいております。競技を行う市町においても同様の動

きをしていただいているというふうに思います。 

 一方、各市町の財政状況も、県と同様、大変厳しい状況にあるというふう

に認識しております。国民体育大会の開催方針においては、県民総参加が実

施の目標の一つにされております。また、国体運営費に係る開催市町への補

助制度につきましては、運営費など、主に開催県の補助によって成り立って

いるわけでありますので、この運営費の確保についての考えをお伺いいたし

ます。 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） 三重とこわか国体開催に係る市

町の運営費の確保でございます。 

 この件につきましては、三重とこわか国体の開催に向けまして、現在会場

地市町及び関係団体と連携をいたしながら開催準備を進めているところでご

ざいます。 

 会場地市町への補助につきましては、先催県において、施設整備や競技会

運営に係る補助制度を設け、実施されていることは認識をしております。 
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 本県におきましても、平成27年度に、国体の円滑な運営に資するよう、会

場地市町が実施する競技施設の整備事業に要する経費に対し支援を行う補助

制度を創設したところでございます。 

 一方、競技会の運営費につきましては、会場地市町の負担が少しでも軽減

されるよう、本年６月に、国及び公益財団法人日本体育協会に対し、会場地

市町に対する財政支援の要望を行うとともに、2020年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会で整備される競技用具を本県以降の国体において活用

できるよう要望したところでございます。 

 三重とこわか国体は、運営の簡素・効率化を図りつつも、県民力を結集し、

創意工夫を凝らした国体とし、全国から訪れる選手や役員等、大会関係者の

方々をはじめ、県民の皆様に満足していただけるよう取り組んでいきたいと

考えております。 

 そのため、引き続き、国及び公益財団法人日本体育協会に対し財政支援を

要望するとともに、会場地市町の競技会の運営費について、今後、具体的な

支援のあり方を検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） ありがとうございました。 

 細かいところ、市町への運営費の補助ということはこれからの議論という

ことでありましたけれども、平成30年にはインターハイ、また、国体の前に

はプレ大会ということで各種目の大会が予定されており、開催市町の負担が

増えるということは確実でありますので、運営に係る経費については、今後

注視してまいりたいというふうに思います。 

 いずれにいたしましても、オール三重の取組として成功させるということ

が大事なんだろうと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、スポーツ振興の最後の質問に移ります。 

 プロスポーツ公式戦が開催可能な施設整備についてお伺いします。 

 平成25年３月に三重県スポーツ施設整備計画が策定されました。この計画
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というのは、前年につくられました三重県スポーツ施設整備方針を踏まえて、

今後の県営スポーツ施設の整備や市町スポーツ施設等への県の関与のあり方

についてまとめられたもので、計画の期間はおおむね10年間ということであ

ります。 

 その中で、本県のスポーツ施設の課題ということで、６点挙げられていま

す。その中で、プロスポーツ施設ということでいいますと、トップアスリー

トやプロ選手の一流プレーは、県民の皆さんに夢や希望、感動を与えるもの

とともに、運動意欲の向上や競技力の向上につながります。しかしながら、

本県には、プロ野球やサッカーＪリーグの公式戦等が開催できる施設があり

ませんとあります。これを受けまして、スポーツ施設整備の考え方において、

プロ野球やＪリーグの公式戦が開催できる施設の整備を進めるということに

なっております。 

 県営の施設の整備・充実では、プロ野球仕様の野球場については、計画期

間内に整備が図られるように取組を進めて、整備の方法については、県単独

ではなくて、市町の主体的な整備とも連携していこうというふうなことが書

かれております。 

 一方、Ｊリーグの試合開催可能なスタジアムですが、三重交通Ｇスポーツ

の杜鈴鹿のサッカー、ラグビーのメーングラウンドについて、日本プロサッ

カーリーグ、Ｊリーグですね、のスタジアムの検査要項に合わず、しかも、

そのハードルは非常に高いということでありますので、県内クラブチームの

状況、財政負担の状況など、総合的な見通しがつくまで現状の仕様で維持管

理するということになっております。 

 この競技スポーツの質問の冒頭に述べましたけれども、先ほどヴィアティ

ン三重のＪＦＬの昇格の話をさせていただきましたけれども、ここに書いて

ある県内クラブチームの状況が少し変わってきたということであります。 

 しかしながら、Ｊ１、Ｊ２、Ｊ３で構成されるＪリーグの一番下のリーグ、

Ｊ３、この試合も実はできないということであります。ヴィアティン三重が

ＪＦＬに昇格、そして惜しくも敗れました鈴鹿アンリミテッドＦＣ、そして
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ＦＣ・伊勢志摩の活躍で、県内クラブチームの今後Ｊ３への昇格というのは

十分期待されるし、現実のものになってくる可能性が非常に高いわけであり

ますので、この辺の整備計画についてお伺いいたします。 

   〔村木輝行地域連携部スポーツ推進局長登壇〕 

○地域連携部スポーツ推進局長（村木輝行） それでは、スポーツ施設の整備

の関係で御答弁を申し上げます。 

 このたび、先ほども御紹介いただきましたが、全国地域サッカーチャンピ

オンズリーグの決勝ラウンドで、本県から２チームが出場し、ヴィアティン

三重がＪＦＬ、日本フットボールリーグに昇格する権利をかち得ましたこと

を非常に喜ばしく思っているところでございます。これによりまして、本県

で活動するチームがＪリーグへ参戦することも夢ではなくなってきたという

ことでございます。 

 Ｊリーグによりますと、Ｊクラブの本拠地をホームタウンと呼んでおりま

す。Ｊリーグ規約では、Ｊクラブはホームタウンと定めた地域で、その地域

社会と一体となったクラブづくりを行いながら、サッカーの普及、振興に努

めなければならないとされております。 

 具体的には、Ｊクラブが地域に根差しながらホームタウンのシンボルとし

て存在し、スタジアムを中心に祝祭空間がまちに広がり、スタジアムには我

がまちの名を叫んでチームを応援するファン、サポーターの姿があるという

ことをイメージしているということでございます。 

 今後、このようなＪリーグの理念に基づいたクラブづくりやスタジアム整

備も含めたホームタウンづくりについて、クラブ、関係する市町、県サッ

カー協会、公益社団法人日本プロサッカーリーグ等と十分に意見交換を行い

ながら、総合的に検討を進めてまいりたいと考えておるところでございます。 

 以上でございます。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） このことにつきましては、実は知事の政策集の中にも書

き込まれております。今、局長からるる答弁をいただきましたけど、Ｊ３の
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スタジアムの建設要項への整備ということは、そんなに財政負担の大きいも

のではないというふうに思っておりますので、せめてそのぐらいは整備をす

る気じゃないのかなというふうな感想を持っております。 

 県内クラブチームがＪリーグにせっかく昇格したときに、公式戦のスタジ

アムがなくて、昇格辞退であるとか、せっかく地域に根差したチームがそう

いう目に遭わないようにお願いしたいと思います。 

 財政の話をしておきますと、この計画、先ほど言いました三重県スポーツ

施設整備計画というのは、平成25年３月に策定されているわけであります。

今年は平成28年ということで３年前ですね。財政負担等々の話も出てくるん

だろうと思いますけれども、これをつくったときには、今の三重県の財政状

況というのは十分予見できたはずなので、Ｊリーグ仕様までぼこんと上がる

のは莫大な予算を投入しなければならないということでありますが、金がな

いからというのは余り理由にならないというふうに思っておりますので、こ

の点よろしくお願いいたします。 

 続きまして、最後の質問でありますけれども、道路交通法改正への対応に

ついて話をしたいと思います。 

 午前中、山内議員のほうからいろいろお話がありましたのではしょりたい

と思いますけれども、最近高齢者の運転による悲惨な事故が相次いでいると

いうことで、実は先週、津市内でも痛ましい事故が起こってしまったという

ことであります。 

 個々の事故の分析というのは、高齢者だからというふうに一くくりにまと

めるのは非常に危険なんだろうというふうに思っています。横浜市の通学し

ていた児童の中に車で突っ込んだ80代の男性の話がよく出ますけれども、平

成20年に京都府亀岡市で通学途中の子どもたちに突っ込んだのは若者であり

ましたので、一概に論じることは差し控えたいと思いますけれども、ただ、

高齢化の進展によっていろんな弊害が出てきているのは間違いない事実なん

だろうと思います。 

 来年３月12日から、いよいよ道路交通法が改正されます。改正道路交通法



－1606－ 

ということで、更新時の認知機能検査をより細かく行い、今までよりもより

厳格にしていこうということであります。 

 当然、改正道路交通法を受けまして、更新時のいろいろな検査に係る業務

量というのは、間違いなく増えるというふうに思っています。現行体制でさ

ばけるかなと。三重県で３万人を超える方々が更新するというふうに伺って

おりますので、認知機能検査というのは間違いなく増えるわけであります。

現行の体制で十分やっていけるかどうかを警察本部長にお伺いしたいと思い

ます。 

   〔森元良幸警察本部長登壇〕 

○警察本部長（森元良幸） 道路交通法の改正に伴います認知機能検査対象の

増加対策につきましてお答えいたします。 

 高齢社会の進展と改正道路交通法の施行に伴いまして、認知機能検査等の

対象者、議員御指摘のとおり、増加するものと考えております。現在、認知

機能検査を含みます高齢者講習は、受講者であります高齢者の利便性を考え

まして、県下一円に所在しております21の三重県公安委員会指定の指定自動

車教習所に委託して、適切に実施しているところであります。 

 改正道路交通法施行後におきましても、指定自動車教習所の御協力を得ま

して、適切に対応できる受講体制を整えてまいりたいと考えております。 

 また、警察の運転免許センターにおきましては、改正道路交通法施行に対

応するために、本年２月に高齢者講習を担当する部署の体制強化、具体的に

は３人の増員を行ったところであります。施行後におきましても、状況を踏

まえまして、必要がありましたらさらなる増員を行うなど、柔軟に対応して

まいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔13番 彦坂公之議員登壇〕 

○13番（彦坂公之） ありがとうございました。 

 基本的には現行体制でこなせるということと、今後動向を見ながら必要に

応じて増員していくということであります。 
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 午前中、山内議員のほうからもありましたように、本人や家族からの相談

に応じるようなきめ細やかな対応ということで、他自治体では看護師であっ

たりだとか保健師を配置して、本人や家族の認知機能への不安にきめ細かく

対応しているというふうに伺っておりますので、ぜひこういった先を調査し

ながら検討の中に加えていただきたいと思います。 

 いずれにいたしましても、昨今報道されるような悲惨な事故を繰り返さな

いような手だてが必要であります。これは、別に運転免許証の更新だけでは

なくて、いろんな事業を進めていく必要があります。 

 運転免許証の自主返納の話がよく出るわけでありますけれども、返納した

後もその方々の生活というのはあるわけでありますので、車なしでも生活で

きる環境がなければ、なかなか自主返納というのは進まないということであ

ります。公共交通機関の少ない本県においては、車にかわる足の確保という

のは大事でありますので、地道な活動でありますけれども一歩一歩進めて、

問題解決につながることをお祈りしつつ、私の一般質問を終結したいと思い

ます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（日沖正信） 43番 青木謙順議員。 

   〔43番 青木謙順議員登壇・拍手〕 

○43番（青木謙順） 津市選出、自民党会派の青木謙順でございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告に従って質問させていただきま

す。 

 さて、今日、11月29日は何の日か御存じでしょうか。鈴木知事、御存じで

すか。長田県議会議員が丸８年というのがあるんですけれども。いい肉の日

とかいい服の日と答える方もあると思いますけど、実はこの議事堂の誕生日

です。平成２年、26年前の今日、この議事堂が完成いたしました。 

 執行部の皆さんには、聞いている地域の方々が未来に希望が持てるような

答弁はもちろんのこと、これまで長い間の様々な県政にかかわる質問、答弁、

そして議決を見守り続けてきたこの議事堂へのすてきな誕生日プレゼントに

なるような前向きな答弁をいただきますようよろしくお願いします。 
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 さて、本日は、午前中にはリニアの質問がありましたし、先ほどは自動車

のお話もありましたが、私は、今年の３月、めでたく全線復旧をいたしまし

た名松線沿線にかかわる課題について質問をしていきたいと思います。（パ

ネルを示す） 

 これが名松線の全線、全体像といいますか、ずーっとこういうふうに15の

駅があります。次に西から東へ見ていきますと、（パネルを示す）西の玄関

口、伊勢奥津駅です。 

 （パネルを示す）伊勢奥津駅の近くには、左上かな、津市伊勢奥津駅前観

光案内交流施設ひだまり、そして、下の奥伊勢本街道奥津宿かわせみ庵と、

この右上の古民家に移住された方が今年６月にカフェ葉流乃音をオープンさ

れました。 

 （パネルを示す）北畠氏城館跡庭園、今、紅葉が見ごろでございます。 

 （パネルを示す）伊勢本街道、美杉多気宿です。 

 （パネルを示す）美杉の一番東に当たります県管理の君ケ野ダムです。 

 （パネルを示す）これ、新聞で見られた方もあると思います。去る11月８

日に世界かんがい施設遺産に登録されることとなりました南家城川口井水で

す。農林水産省の疏水百選にも認定されています。 

 （パネルを示す）南家城営農組合は、米、麦生産のほか、ふっくらとして

大粒の黒大豆を使った甘納豆やみその加工販売に取り組まれています。実は、

三重大学と連携した地域活性化プランの取組です。 

 （パネルを示す）次は、おなじみ白山町にあります県立一志病院。 

 （パネルを示す）同じく県立白山高等学校。 

 （パネルを示す）名松線の周辺にはたくさんのゴルフ場があります。 

 （パネルを示す）生物の多様性が確保されるなど、環境に優しい有機農業

が沿線で盛んに行われています。 

 （パネルを示す）これは、ぬくいの郷といいまして、古い方々は御承知か

と、かつての三重県型デカップリング市町村総合支援事業というのがありま

して、それを活用して整備されました。平成17年４月にオープンして以来、
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連日にぎわいが絶えません。 

 （パネルを示す）同じく白山町にあります三重県林業研究所。 

 （パネルを示す）松阪市、嬉野へ移りまして、三重県農業大学校と三重県

農業研究所。 

 （パネルを示す）同じく嬉野にあります三重県畜産研究所。 

 （パネルを示す）そして、終着の松阪駅を下車すると、松坂城跡がありま

す。 

 以上、名松線沿線観光案内を終了いたします。 

 ということで、最初の、（パネルを示す）これでこのように見ていきます

と、県の施設等がいかに名松線沿線に多いかが理解できると思います。 

 では、まず最初に総括的なことをお伺いしますが、冒頭にも申し上げまし

たが、本年３月、ＪＲ東海、三重県、津市の協力体制のもと、名松線は６年

５カ月ぶりに不死鳥のごとくよみがえりました。全線復旧の記念式典は、北

海道新幹線の開通式と同日であったにもかかわらず、赤字路線の全線復旧は

全国的に非常に珍しい事例であるということで、多くのマスコミ関係者や鉄

道ファンが押し寄せました。 

 当日は、知事や議長も御出席いただき華を添えていただきましたこと、名

松線沿線の住民の１人として御礼を申し上げたいと思います。 

 さて、名松線はもともと赤字路線であり、過疎化の進む地域であることか

ら、復旧作業が行われているときから復旧後の利用推進を含めた沿線地域の

活性化は最大の懸案事項でありました。このため、三重県、津市、松阪市の

３者で構成するＪＲ名松線沿線地域活性化協議会を立ち上げ、検討を進めて

きたと伺っております。 

 そこでお尋ねいたしますが、全線復旧を果たした後、この８カ月間の間、

名松線の利用促進及び沿線地域の活性化を図るため、県はどのような役割を

果たしてこられたんでしょうか。 

 また、今後はどのようにかかわり、どのような役割を果たしていく予定な

のか、当局の考えをお伺いいたします。 
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   〔服部 浩地域連携部長登壇〕 

○地域連携部長（服部 浩） 名松線の利用促進及び沿線地域の活性化への県

の役割ということでございます。 

 ＪＲ名松線沿線地域活性化協議会、これは、津市、松阪市、それから三重

県の交通担当課と観光担当課で構成をいたしております。昨年度までは、主

に名松線復旧に向けましたＰＲ活動に取り組んでまいりましたけれども、全

線復旧後は、名松線の利用促進及び沿線地域の活性化を目的とした取組を進

めてございます。 

 今年度は、協議会におきまして、名松線の復旧までの経緯、それから沿線

の魅力ある観光資源、こういったものを紹介しましたＰＲパネルを作成いた

しまして、各地で開催されるイベントでの啓発活動を行っております。 

 例えば、10月８日から16日の間、県も参画いたしまして、名古屋市金山駅

で開催をされました鉄道の日イベントで名松線のＰＲ活動を行ったところで

ございます。 

 県では、こうした協議会活動への参画に加えまして、ＪＲ在来線の整備促

進、利便性向上を図るために設立をいたしました三重県鉄道網整備促進期成

同盟会、こちらにおきましても平成27年度に名松線部会を設置いたしまして、

今年度から利用促進に向けた取組を始めたところでございます。 

 現在、この同盟会が主体となりまして、来年１月末に県内の鉄道を広く

ＰＲするイベントを開催する予定でございまして、ここでも名松線のブース

を設置し、広く来場者に利用を促していきたいと考えております。 

 県といたしましては、広く県内外からの誘客を高めることが名松線の維持、

それから沿線地域の活性化に不可欠と考えております。 

 今後も津市、松阪市、ＪＲ東海を含めた関係者と連携をいたしまして、県

内外への情報発信に努めるとともに、さらなる利用促進や利便性の向上に取

り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 
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○43番（青木謙順） 私も通勤・通学利用者には及ばないんですけれども、地

域住民として、当たり前なんですけれども、それぞれ声をかけ合って、先日

の某新聞掲載のとおり、３月26日全線運転再開以来、本日までに、現在の県

議会議員数と同じなんですが、49回乗車したんですけれども、その乗車する

中で様々な地域のいろいろな年齢層の方々からいろんな意見をいただくんで

すね。いろいろ勉強になります。 

 それでは、次に分野別の質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、国道368号の整備及び赤川の治水対策についてお伺いをいたします。 

 名松線は、その名が示すように、名張市と松阪市をつなぐ路線として計画

されました。残念ながら、名張市まで路線が伸びることはありませんでした

が、その名前に当時の先人の思いが込められています。 

 現在では国道368号がその役割を担う道路になるわけですけれども、この

国道368号は国道422号とつながり、滋賀県大津市から松阪市、多気町に至る

道路で、関西と本県中勢地域を結ぶ産業、経済、文化の広域的な発展、交流

を担う重要な道路でございます。 

 また、歴史的には、奈良経由で伊勢に入る最短ルートである伊勢本街道の

一部でもあり、史跡や道しるべなどが多く残されており、ウオーキングコー

スとしても人気を集めております。 

 しかしながら、渋滞が慢性化している区間や山間部の狭隘な区間があり、

通行が困難なところがあります。 

 このように広域的な交流連携の鍵ともいえる国道368号、また、名松線の

スタート地点である伊勢奥津に関西圏からの観光客を呼び込む唯一の主要道

路である国道368号の整備について、どのようにお考えでしょうか。 

 あわせて、赤川の治水対策についてお伺いします。 

 もう一度、この画面、（パネルを示す）赤川はこの辺ですね。一志町から

嬉野、久居のこういうふうにつながっています。赤川、津市一志町、小山と

いうところなんですけど、名松線を経まして、国管理の雲出川に合流する県

管理の河川でございます。 
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 赤川周辺では、昭和28年の台風13号、昭和34年の伊勢湾台風、昭和57年災

害など、豪雨に伴う洪水の被害を何度も受けています。 

 これを見てください。（パネルを示す） 

 特に、雲出川右岸の赤川との合流する地域では、毎年、大雨の時期に赤川

があふれ、農作物や民家への被害もたびたび発生しています。 

 このような状況を何とかしようということで、津市及び松阪市の地元自治

会が中心となり、実は先月、赤川治水事業促進協議会が設立されました。ち

なみに、津市及び松阪市選出の県議会議員11名全員が顧問として就任させて

いただいております。 

 国においては、一昨年、平成26年11月に雲出川水系河川整備計画が策定さ

れ、今後、赤川と雲出川合流点付近で雲出川の堤防整備が行われると伺って

おります。 

 私としましては、国の雲出川の整備とあわせて赤川の整備を行うことが望

ましいと考えておりますが、いかがでしょうか。 

 以上２点について、当局の考えをお伺いしたいと思います。 

   〔水谷優兆県土整備部長登壇〕 

○県土整備部長（水谷優兆） それでは、まず初めに、国道368号の整備につ

いてお答えをさせていただきます。 

 国道368号の整備は、伊賀地方の南北軸の整備、奈良県との交流の確保、

そして、三重県西部地域の南北軸の確保などを目的に、渋滞の著しい区間の

対策と幅員狭小の未改良区間の整備を進めております。 

 渋滞対策としては、名阪国道上野インターチェンジから名張市街地までの

約14.2キロメートル区間で４車線化の整備を進めており、平成28年３月２日

には伊賀市内の約1.6キロメートル区間を供用し、渋滞緩和が図られたとこ

ろです。 

 引き続き、伊賀市内の山出交差点からセンターランド交差点までの約1.1

キロメートル区間と名張市内の桔梗が丘駅口交差点から里交差点までの約

200メートル区間を重点整備区間として、早期の４車線化に取り組みます。 
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 また、未改良区間の整備としては、名張市内の上長瀬工区、津市美杉町地

内の下太郎生拡幅工区と奥立川工区、そして、松阪市飯南町の仁柿峠バイパ

ス工区の４カ所で整備を進めております。 

 これらの未改良区間の整備においても、早期の整備効果発現のため、部分

供用を目指して区間を区切った整備を進めてまいります。 

 次に、県管理河川の赤川の浸水対策についてお答えさせていただきます。 

 赤川は、一級河川雲出川の支川で、旧一志町と旧嬉野町の境を流れる流路

延長3.38キロメートルの県管理河川です。 

 三重県ではこれまでに、昭和46年の災害関連事業や県単河川局部改良事業

等により、雲出川との合流点から約3.1キロメートルの区間で整備を実施し、

河川改修は概成をしております。 

 赤川流域における浸水被害は、雲出川の水が赤川へ流入することが原因で

あると考えております。そこで、国土交通省では、先ほど御紹介もありまし

たが、昭和57年８月の台風10号による戦後最大規模の洪水に対して、雲出川

との合流点付近で家屋浸水被害が発生しない対策を段階的に実施することと

しております。 

 このため、三重県といたしましては、国土交通省に対し、合流点付近の整

備が早期に実施されるよう要望してまいりたいと考えております。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 国道368号については、緊急輸送道路でありますので、

確実に進めていただくことを確認させていただきます。 

 また、赤川につきましては、最近、赤川治水事業促進協議会もできました

ので、そのときに皆さんと一緒にいろんなところに御同行させてもらってい

るんですけれども、浸水被害の防止は地元の長年の悲願だなということを感

じさせてもらっています。 

 繰り返しますけれども、そのためにも、先ほど申し上げましたとおり、地

元の声を代表する促進協議会ができたわけでありますので、国土交通省の実

施する対策が地元を救うのであれば、事業の見通しを早急に、なるべく早く
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示しながら、一日でも早くこの事業が完成するように、県も、地元行政、ま

た住民とともに、国に対して強く働きかけていただきたいと、このように思

います。 

 続いて、名松線沿線中山間地域の基幹産業である農林業の振興について、

何点か伺いたいと思います。 

 三重県では、平成13年に、現在の志摩市で開催された第１回園芸福祉全国

大会を契機に、障がい者の新たな就労の場として農業が注目され、農福連携

の取組を進めています。 

 特に近年は、障がい者雇用促進のための、知事も御尽力いただきましたス

テップアップカフェ、Ｃｏｔｔｉ菜のオープンや、一般社団法人三重県障が

い者就農促進協議会が設立されるなど、民間活力をベースにした新たな農福

連携の展開が図られています。 

 こうした取組もあって、県内の農業に携わる障がい者の方は、４年前の約

３倍に当たる524名まで増加し、地域農業の中心的存在となる福祉事業所も

生まれてきました。 

 私の近くの津市におきましても、既に幾つかの福祉事業所が農業に参入し

ておりまして、例えば一般社団法人一志パラサポート協会が行っているスマ

イルコーンというのがあるんですけれども、種まきから収穫までの全作業を

障がい者も一緒になって全員で実施すること、また、野菜とか果樹などの栽

培に化学合成の農薬を使用しないことなど、こだわりを持って農業に取り組

んでおり、大変頼もしいと感じているところです。 

 知事も21日の、たしか知事提案説明の中でも触れてみえましたけれども、

明日、11月30日、そして、明後日、12月１日の２日間開催されます農福連携

全国サミットｉｎみえでは、三重から発信、農福連携、新たなステージに向

けてと銘を打って、農福連携に関する先進事例の報告やパネルディスカッ

ション、それから、障がい者の皆さんが丹精込めてつくった農産物、農産加

工品を販売する農福連携マルシェ、実践事例の現地視察などが行われると

伺っております。 
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 このイベントにより、全国の関係者の皆さんの連携がより強固なものにな

るとともに、障がい者の皆さんが活躍できる場が創出され、自信と誇りを

持って仕事に取り組める社会づくりが進むことを大いに期待しております。 

 農福連携全国サミットｉｎみえの開催、これを契機に、今後、県としては

どのような取組を展開していくのかお伺いしたいと思います。 

 次に、このパネルを見てください。（パネルを示す） 

 再度、また私の地元、白山町をはじめ、美杉町などでは、たくさんの方が

水稲や露地野菜などで有機農業を実践しています。昨年度は、私、環境生活

農林水産常任委員会の中で有機農業等の促進について議論をさせていただい

たんですけれども、このような中、先日の議案質疑で県産材の話も藤田議員

からありましたけれども、2020年に開催される東京オリンピック・パラリン

ピックで提供される食材について、調達基準として国際的に通用する高度な

ＧＡＰ、いわゆる農業生産工程管理の実践やその認証、有機ＪＡＳ認証など

が検討されていると伺っています。 

 しかしながら、現在、県内においてＧＡＰ高度化の取組やその認証が一部

で見られるものの、産地により取組内容に差があることや、そもそも有機

ＪＡＳ認証取得が少ないなど、取組が十分でない状況と伺っています。 

 去る10月17日に代表質問がございましたけれども、平成29年度の重点取組

に関して、伊勢志摩サミットでは数多くの県産食材が使用され、三重の食の

魅力が全世界に発信されたところであり、４年後の東京オリンピック・パラ

リンピックの開催を見据え、三重県の食材や加工品のグローバル市場の獲得

に取り組んでいきたいと答弁がございました。 

 東京オリンピック・パラリンピックをはじめ、それらを契機とした新たな

販路開拓につなげていくためには、県内産地で実践されているＧＡＰの高度

化や有機ＪＡＳ認証の取組を加速、拡大させる必要があると思うんですけれ

ども、いかがでしょうか。 

 以上２点について、当局の考えを伺いたいと思います。 

   〔 仲繁樹農林水産部長登壇〕 
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○農林水産部長（ 仲繁樹） 農福連携の取組、さらにはＧＡＰ、ＪＡＳの取

組、２点をまとめてお答えさせていただきます。 

 まず、農福連携につきましては、議員から御紹介のありましたように、そ

の取り組む事業者の数であったり、あるいは一般社団法人三重県障がい者就

農促進協議会などの新たな設立など、着実に広がりを見せておるところであ

ります。 

 現在、こうした状況の中で、伊勢志摩サミットの開催を契機といたしまし

て、農福連携に携わる関係者の皆さんが一堂に会する農福連携全国サミット

ｉｎみえの開催を本県が主体となって呼びかけたところ、北は北海道から南

は沖縄県まで、30都道府県から300名を超える関係者の皆さんの参加を得て、

実現する運びとなりました。 

 農福連携全国サミットｉｎみえでは、今、議員からも御紹介がありました

ような事例報告やパネルディスカッションなどを通じて議論を深めまして、

その成果を農福連携の未来に向けた農福連携全国サミットｉｎみえ宣言とし

て取りまとめていきたいというふうに考えています。また、このサミットが

契機となりまして、農福連携の着実な定着に向けた全国的な機運の醸成や環

境づくりにつなげていきたいというふうに考えています。 

 さらに、今回の農福連携全国サミットｉｎみえを契機としまして、全国的

なネットワークの構築、さらには三重県障がい者就農促進協議会との連携を

強化しながら、農業経営の様々な場面において障がい者の参加機会の拡大を

図るために、福祉事業所による農作業請負など施設外就労の促進、あるいは

農業ジョブトレーナーなど農業と福祉をつなぐ人材の育成、それから、農業

経営体における障がい者の雇用型就労体験の実施などを支援していきたいと

いうふうに考えています。 

 また、農福連携に取り組んでいただく事業所の皆さんの経営安定に向けま

して、農福連携マルシェ等を通じた商品の魅力発信や事業所間の交流促進、

あるいは障がい者の個々の能力などを生かした農産物の付加価値向上や６次

産業化、こういったものの取組を支援し、農福連携のさらなる発展につなげ
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ていきたいというふうに考えています。 

 また、２点目でございます。2020年に開催されます東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会における開催基本計画の主要目標には、持続可能で環

境に優しい食料を使用する取組を実行すると記されておりまして、現在、組

織委員会において具体的な食材の調達基準づくりが進められています。 

 現時点で、調達基準には、ロンドン大会やリオデジャネイロ大会を踏まえ

まして、農業生産活動の管理、改善を行う取組でありますＧＡＰや、あるい

は化学肥料や農薬を使わず栽培された有機ＪＡＳなどの認証を受けた農産物

を優先的に調達するということが定められる見通しであります。 

 こうした状況の中、本県では、農薬使用の履歴管理などを中心とした基本

的な、基礎的なＧＡＰ、三重県型ＧＡＰと呼んでおりますけれども、そう

いったものを関係機関とともに推進しており、米、麦、野菜等々、県内産地

の約８割で基礎的なＧＡＰが実施されているところであります。ただ、東京

オリンピック・パラリンピックでは、さらにこれに加えて環境保全、あるい

は労働安全というのも加えてＧＡＰを高度化していく必要がございます。こ

のため、基礎的なＧＡＰに取り組む産地等に対して、ＧＡＰに精通しました

産地リーダーあるいはＪＡ職員等と連携しながら、環境負荷を減らす栽培管

理方法の導入でありましたり、あるいは作業安全性の確保などによる労働環

境の改善、さらには生産工程管理を確実に行うためのＰＤＣＡサイクルの導

入などを進めて、ＧＡＰの高度化に努めていきたいというふうに考えていま

す。 

 一方、有機農業については、三重県みんなの有機ネットワーク、現在58名

の会員さんが頑張ってみえるんですが、取り組んでおります。ただ、有機

ＪＡＳ認定の取得については21件という状況で、まだ少ない状況でございま

す。 

 このため、県内の有機農業者の皆さんを講師とした技術研修会の開催など

を通じて取組農家の拡大を図るほか、有機ＪＡＳ認証制度に関する情報提供、

あるいは専門家派遣等による認証取得に対するサポートなどに取り組みまし
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て、有機ＪＡＳ認証の取得を促進していきたいというふうに考えています。 

 今後、ＧＡＰ、有機ＪＡＳ認証を取得した県産農産物の生産情報などを流

通事業者等に提供するとともに、広く発信し、東京オリンピック・パラリン

ピックをはじめ、新たな販路開拓に取り組んでいきたいというふうに考えて

います。 

 以上でございます。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 一昨日は県庁講堂で伊勢志摩サミット三重県民宣言が

あって感動したんですけれども、それと同様、農福連携全国サミットｉｎみ

え宣言というんですか、こういったものに大いに期待したいなと思っており

ます。 

 また、後半の有機ＪＡＳ認定の取得について、部長も21件にとどまってお

るというようなことで認識いただいていますので、さらなる促進をお願いし

て、次の質問に移りたいと思います。 

 次に、もう一つの基幹産業である林業のほうに移ります。 

 林業人材の育成や、よくいろんな議員が質問される林業大学校の検討状況

についてお伺いします。 

 林業は、木材の生産だけではなくて、間伐などの森林整備を通じて災害に

強い森林づくりにつながるとともに、人口減少が進む中山間地域においては

働く場を創出する地域にとって欠かすことのできない大切な産業でございま

す。 

 特に、名松線沿線の白山町、美杉町は、県の林業研究所、先ほども見てい

ただきましたけど、その横にみえ森づくりサポートセンター、できたばかり

です。中勢森林組合、美杉木材市場など、関係施設が集約しているほか、木

の駅白山プロジェクトの実践、映画、皆さん御存じのように、「ＷＯＯＤ 

ＪＯＢ！」の舞台となるなど、森林と生活が密接に関係する地域がたくさん

ございます。 

 知事もこれまで議会答弁とか、市町長との対談等の中で、林業振興は、単
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に産業政策だけでなくて地域政策であると言い切ってみえますし、林業を担

う人材というのは、その地域を育て、守って、牽引するリーダーで、そうい

う人材をしっかりと育成するということが大切であって、そのためには林業

大学校というものの創設についても検討したいと、こんなことを言われたと

思います。 

 現在、農林水産部のほうでは、学識経験者や森林・林業関係者による検討

会、いわゆる豊かな森と地域を担う人づくり検討会を立ち上げられて、将来

の森林・林業ビジョンや、その実現に必要な人材像を明確にするための検討

が行われていると伺っています。 

 これまで５回検討会が開催され、林業人材に必要な能力や資質、人材の育

成方法や育成機関のあり方などについて、民間が主導する形で発展してきた

三重の林業の特徴などを踏まえて、活発に意見交換が行われたと聞いており

ます。 

 どのような形になるにしろ、先ほども紹介いたしました、白山町にある三

重県林業研究所がこれからも先頭に立って三重の林業を引っ張っていくもの

とも考えておりますので、そこで伺わせていただきます。 

 現在、策定が進められている三重県林業人材育成方針（仮称）及び林業大

学校などの、これは一つの例ですけれども、林業人材の育成機関の検討状況

についてお伺いしたいと思います。 

   〔 仲繁樹農林水産部長登壇〕 

○農林水産部長（ 仲繁樹） 林業人材の育成方針の検討状況についてお答え

をいたします。 

 県では、次代の林業を担う幅広い知識と中長期的な視点を持った人材が求

められている中、50年先を見通した森林のあるべき姿などを明確にした上で、

将来の林業を担う人材像やその育成方法などを定めた林業人材育成方針を策

定することといたしております。 

 このため、昨年度以降、次代を担う林業経営者や現場で働く若者との意見

交換会を開催するとともに、県内９地区において、林業・木材産業関係者や



－1620－ 

市町の皆さんとの検討会を開催し、森林、林業のあるべき姿に関する意見な

どを聞き取ってまいりました。 

 また、本年６月に立ち上げました有識者による検討委員会では、長期的な

視野に立った森林、林業の将来像について議論を重ね、９月にこれらの成果

を森林・林業のあるべき姿（案）としまして取りまとめをいたしました。 

 具体的には、森林のあるべき姿として、様々な種類や林齢の樹木で構成さ

れ、資源の活用と公益的機能が調和した森林が、県民全体の支えにより適正

に管理されている姿。 

 林業のあるべき姿としては、林業や木材産業の関係者等が連携しながら、

林業を地域の特色を生かしたビジネスとして展開することで、中山間地域の

主要な産業として確立している姿などとまとめました。 

 続いて、有識者による検討委員会では、この森林、林業のあるべき姿を実

現するための必要な人材像をはじめ、また、その育成の方法や体制について

検討を進めており、現時点でまとめた人材像としましては、将来にわたり森

林の価値を高めることができる人材、戦略的な林業経営が実践できる人材、

林業に高い使命感を持ち、広い社会性を備え、意欲的な行動ができる人材と

いたしました。 

 また、これまでの検討の中で、有識者や意見交換会の参加者などからは、

経営やマネジメントを行う人材、林業のみならず中山間地域を担う人材を育

成すべきである、あるいは国や民間が既に行っている人材育成事業との整理

が必要であるといった意見もいただいています。 

 こうした目指すべき人材像や検討会で出された意見などを踏まえまして、

今年度中に策定します三重県林業人材育成方針、仮称でございますけれども、

大きく五つの視点としまして、一つが、既就業者や未就業者など、育成を図

る対象者、それから、二つ目としまして、技術者、プレーヤーですが、ある

いは現場管理者、マネージャー、さらには経営者、ディレクターでございま

すけれども、こういった担い手の役割区分に応じた育成方法、それから、三

つ目として、国や民間事業者による既存の人材育成事業との調整、役割分担、
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四つ目としまして、産学官の協力体制の整備、連携体制の整備、そして、五

つ目として、新たな人材育成機関としての林業大学校のあり方などについて

盛り込んでいく予定でございます。 

 今後、こういった有識者による検討委員会において、林業大学校を含む三

重県の森林、林業を担う人材育成のあり方について具体化できますよう、さ

らに議論を深めて、皆さんにお示ししていきたいというふうに考えています。 

 以上でございます。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） どんな人材かなという思いで聞いておったんですけれど

も、具体的にお話をいただきましたので、その話はいいと思うんですが、森

林、林業を担う人材育成のあり方について、るる答弁を聞きながら、有識者

による検討委員会での議論というのが進んでいるということなんですけれど

も、事前に林業とか森林、木材産業関係者の方へ意見を聞き取ってはみえた

と思うんですけど、検討内容をよりフィードバックしていくというか、そう

いった関係者や市町等にも返す形で議論をもっと深めるべきではないのかな

と。だんだん離れていくといけませんので、キャッチボールの中でさらに現

場に合ったものも進められるのではないかなと、こういうことを思うんです

けれども、いかがでしょうか。 

○農林水産部長（ 仲繁樹） 今、議員御指摘のように、地域に入って林業を

していただくということですので、地域の人たちの意見がやっぱり重要だと

思います。ですから、今、議員御指摘のように、検討委員会、有識者の意見

というのは出ますし、地域の人にはいろんな意見がございますので、検討委

員会ではこういった意見があったということを地域に、皆さんにお示しして、

丁寧に丁寧に説明して、そこでいろんな意見を聞きながら進めていきたいと

いうふうに考えています。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 引き続き丁寧に議論を進めていただいて、次代の林業を

担う人材の育成につなげていただきたいと思います。 
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 また、人材の育成に当たっては、育成機関といっても運営費等が必要にな

るわけですね。県の財政は非常に厳しい状況が続いています。さらに、仕事

あっての人材ということもあろうと思います。 

 効率的な育成機関のあり方についてもさらに検討を行うとともに、必要な

財源の確保に、例えば、今、いろんなところで意見も出ていますみえ森と緑

の県民税のあり方とかそういうのもあわせながらしっかりと取り組んでいた

だきたいと、これを要望して、次の項に移らせていただきます。 

 地域資源を生かした観光戦略について伺います。 

 今年８月、大盛況のうちに閉幕したリオデジャネイロオリンピックでは、

112年ぶりにゴルフが正式競技として復活し、2020年の東京オリンピックで

もゴルフ競技が行われると伺っています。 

 三重県にも多くのゴルフ場があり、最初のパネルにもありましたように、

津市から松阪市にかけての中山間地域は、いっときはゴルフ場銀座と呼ばれ

るほど多くのゴルフ場がございました。 

 しかしながら、2004年には1000万人以上いたゴルフ人口が2014年には700

万人強と10年間で３割以上も減少しており、当然のことながら、ゴルフ場の

経営は逼迫し、また、市町や県の重要な財源、いろいろと国でも議論があり

ますけれども、現在ある重要な財源の一つであるゴルフ場利用税も減少して

いる状況にございます。 

 このような中、私どもの地元にありますゴルフコースでは、昨年度は日本

シニアオープンが開催され、３年後の2019年には日本女子オープンの開催が

予定されるなど、ＰＲを含めたメジャー大会の誘致に取り組んでおられます。 

 しかし、このような取組は大規模な施設を有するゴルフ場にしかできない

こともあり、また、それらのゴルフ場においても単独で行う取組はおのずと

限界がございます。 

 一方、アジア圏では、経済水準の高まりに比例してゴルフ人口が増加傾向

にあり、海外からのゴルフ客は連泊して何日もプレーを行う傾向がございま

す。 
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 このような海外の富裕層をターゲットとし、例えば複数のゴルフ場が連携

して幾つものコースを回ってもらうようなツアーがあればきっと喜ばれるに

違いありません。 

 また、近隣の観光施設と連携して、一緒に来られた家族には別の観光プラ

ンを用意するなど、特色あるゴルフツーリズムを展開することにより、ゴル

フ場を核とした地域の活性化につながるのではないかと考えます。 

 そこでお伺いしますけれども、ゴルフツーリズム、前々からお話を聞いて

おりますけれども、県としてはどのようにこれまで取り組んできたのでしょ

うか。また、今後、どのような取組を進めていく予定なのか、当局の考えを

お伺いしたいと思います。 

   〔水島 徹雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（水島 徹） ゴルフツーリズムにつきまして、これま

での取組と今後の方向ということでございますので、お答え申し上げます。 

 県では、県内に立地するおよそ70のゴルフ場がございますが、こちらへよ

り多くの外国人ゴルフ客を呼び込み、ゴルフを核にしながら観光も含めて本

県の魅力を体験していただこうということで、ゴルフツーリズムの取組を官

民で展開しているところでございます。 

 ゴルフを目的とした外国人旅行者の方というのは連泊も多く、また、消費

単価も高いことから、ゴルフツーリズムを推進することは経済波及効果も期

待できまして、三重県観光振興基本計画の目標としております観光消費額の

引き上げにも大きく資するものと考えております。 

 県内には、長年インバウンドの取組を積極的に展開され、多くの外国人ゴ

ルフ客を受け入れているゴルフ場もございますので、こうしたノウハウを県

内の各ゴルフ場が共有し、広く外国の皆さんにゴルフや観光を楽しんでいた

だけるよう、みえゴルフツーリズム推進協会を官民で結成し、様々な取組を

進めてきているところでございます。 

 ゴルフツーリズムの一大先進地とも言われておりますタイのパタヤでござ

いますけれども、こちらは20ほどのゴルフ場に海外から年間50万人ものゴル
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ファーがやってくるということで、アジアのゴルフツーリズムを牽引する存

在でありまして、その取組を県としても大いに参考にしたいと考えていると

ころでございます。 

 そこで、昨年11月に、タイへの知事ミッションの一環として同市を訪問し

た際に、その手法を学ぶとともに、ゴルフを通じた相互交流について協議を

いたしました。その結果、本年２月、パタヤのＥＧＡ、東海岸ゴルフコース

協会でございますが、こちらの関係者を本県に招きまして、同協会との間で

ゴルフツーリズムの地域間連携の促進に係る覚書を締結いたしました。その

後、この覚書に基づき、６月にＥＧＡ関係者の本県への受け入れ、また、10

月から11月にかけては三重県訪問団のパタヤ派遣を実現し、ゴルフ関係者の

交流を深めたところでございます。 

 タイ以外におきましても、欧州市場からの誘客を念頭に、本年３月には欧

州のゴルフ旅行関係事業者を招請し、三重県内を視察いただき、本県のおも

てなしや食、観光地など、大変すばらしいという評価もいただきました。 

 さらに、この11月には、スペインで開催されました、ＩＧＴＭ、国際ゴル

フ旅行商談会というのがございますが、こちらにも官民で出展をいたしまし

て、海外のメディアや旅行会社に対し具体的な旅程プラン等を提示しながら

商談に臨んだところで、今後の誘客につながるものと期待しているところで

ございます。 

 また、先ほど申しましたＩＧＴＭの主催者であり、国際的にも実力のある

国際ゴルフツアーオペレーター協会というのがございまして、こちらのウォ

ルトン会長には10月に本県を視察していただきました。伊勢志摩サミットの

開催実績も含めて、ゴルフ場はもちろん、観光面でも様々な魅力を備えた地

域であると非常に高く評価をいただきまして、本県のゴルフツーリズムの将

来性を認めていただいたところでございます。 

 今後、外国人ゴルフ客の増加とともに、その家族の方も楽しめる旅行商品

の需要もますます高まってくると考えられます。ショッピングなども含めま

して、食、歴史、文化、自然などの本県の魅力を十分味わっていただける旅
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行プランを民間事業者とともに考案していきたいと考えているところでござ

います。 

 来年度に向けましても、伊勢志摩サミット開催により富裕層にも知名度が

上がった好機を生かしながら、ゴルフ場とインバウンドに取り組む観光事業

者等の連携を促進し、地域が一体となっての誘致を進め、ゴルフツーリズム

をインバウンドの一分野としてしっかり確立させるよう、引き続き取り組ん

でいきたい、このように考えているところでございます。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 引き続き取組を御期待したいと思います。 

 せっかくですので、沿線の観光スポットを一つ紹介しておきたいと思いま

すけれども、（パネルを示す）これは去る11月８日に、世界かんがい施設遺

産に登録されました南家城川口井水です。世界かんがい施設遺産というのは、

歴史的なかんがい施設を、国際かんがい排水委員会というんですかね、本部

所在地はインドのニューデリーにあるんですけれども、認定登録制度で、平

成26年度から創設され、初年度に多気町のほうでも認定されましたけれども、

昨年度、日本の13施設をはじめ、中国、タイ、スリランカ、パキスタンの施

設が認定登録されました。また、今回新たに、日本の14施設のほか、エジプ

ト、韓国、ロシア、中国の施設も認定登録され、合わせて８カ国47施設とな

りました。 

 南家城川口井水は、平安時代の1190年に開設され、その後、1729年に南家

城井と川口井の二つの井水が連合することとなり、現在のルートとなりまし

た。 

 平成18年には、農林水産省から疏水百選、先ほども言いました、認定され

ています。 

 今後、この世界かんがい施設遺産登録を契機に、さらなるブランド化に向

けて大いに期待しています。本当は質問したかったんですけど、こういう状

態ですので、観光三重等でぜひ取り上げていただくよう要望して、次の質問

に行きたいと思います。 
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 名松線関連の最後として、地酒等を活用した観光振興についてお伺いした

いと思います。 

 名松線が今年３月に全線復旧した記念として、一番列車のヘッドマークと

いうのがあったんですけど、それをラベルに使用した名松線梅酒が８月に発

売されました。そして、12月３日、もうすぐですけれども、第２弾として名

松線清酒も販売されることになりました。 

 この名松線梅酒、名松線清酒は、沿線地域の盛り上げとともに、観光資源

の一つになるのではないかと非常に期待しているところです。そこで、伊勢

志摩サミットでも有名になりましたけれども、こうした地酒をはじめとした

沿線の観光資源を活用した観光振興の取組を進めていただきたいと思います

けれども、当局のお考えを簡単によろしくお願いいたします。 

○雇用経済部観光局長（水島 徹） 御紹介いただきましたお酒についてでご

ざいますが、津市内の酒造会社が名松線にちなんで開発したお酒には、市民

の方がデザインをされました名松線のヘッドマークですとか、美杉の風景が

ラベルにあしらわれておりまして、鉄道ファンの心をくすぐるとともに、名

松線沿線を元気にしたいという皆さんの熱い思いが込められておりまして、

地域の大きな魅力の一つになるものというふうに期待しております。 

 もともと、名松線沿線には、御紹介いただきましたように、非常に豊富な

観光資源がございますので、こういったものの中に新たな戦力が加わったと

いうことかと思っております。 

 最近の旅行スタイルというのは、コト消費、感じる旅といったようなとこ

ろでございます。こういったお酒を片手に名松線に乗っていただいて、のん

びりと旅していただくというのも非常によろしいんじゃないかと、このよう

に考えておるところでございます。 

 私どもといたしましても、名松線沿線地域活性化協議会などと連携をいた

しまして、地域ならではの資源を生かした誘客促進に取り組みますとともに、

沿線の観光情報をタイムリーに発信することで、何度でも名松線に乗って遊

びに行きたいと思っていただけるように努めてまいります。 
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   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） ありがとうございました。 

 お祝いごとの贈答用として、梅酒と清酒をセットにした名松線紅白セット

も販売されると伺っておりまして、私たちは、このセットを県産品の一つと

してＰＲしていただければ、名松線のＰＲにもつながるんじゃないかなと

思っているので、ぜひ積極的な取組をいろんな関係者の方としていただけれ

ばと思います。 

 また、ここまで、名松線の利用促進、沿線地域の活性化について質問をさ

せていただきましたけれども、この地域を語るときに忘れてならないものは

二つございまして、一つは県立白山高校、一つは県立一志病院でございます。 

 教育と医療は、人が生活していく上で、地域社会が継続していく上で非常

になくてはならないものと思っておりますので、どちらも今現在としては本

当によく頑張っていただいており、地域住民や関係機関からは高く評価され

ております。 

 あえて今回質問にはさせていただいておりませんけれども、頑張っていた

だくことに感謝申し上げるとともに、現状の路線のまま地域住民の期待に応

えていただく運営、取組を続けていただくよう強く要望しまして、次の質問

に移らせていただきます。 

 それでは、最後の質問に移らせていただきますけれども、津市北部地域の

観光振興についてであります。 

 今年７月、津市高野尾町に農林水産省の農山漁村活性化プロジェクト支援

交付金を受けて、県下でも最大級の規模を誇る農産物直売所と農家レストラ

ンを併設した朝津味がオープンしました。 

 また、９月には、その隣接地に中部地方でも例を見ないほど大規模な里山

公園、レッドヒルヒーサーの森もスタートしました。 

 この二つの大規模施設は、中勢エリアにおける新たな観光拠点として大き

な期待が寄せられています。現在、朝津味の経営母体を中心に、三重大学、

三重交通、榊原温泉、猪の倉温泉などが参画して、地域連携ゾーン 文化・
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観光交流研究会が立ち上げられて、様々な取組に向けた議論が行われています。 

 そこで、県として、こうした動きのある中勢地区、特に津市北部の観光振

興についてどのように考え、どのようにかかわっていくのかお伺いしたいと

思います。 

   〔水島 徹雇用経済部観光局長登壇〕 

○雇用経済部観光局長（水島 徹） 津市北部地域の観光振興についてという

ことで、お答え申し上げます。 

 津市北部地域には、三重総合博物館ＭｉｅＭｕ、高田本山専修寺、榊原温

泉等、歴史的・文化的施設が多数ございます。 

 また、本年４月には、道の駅かわげ、それから、御紹介いただきました、

７月には農産物直売所、朝津味、９月には里山公園、レッドヒルヒーサーの

森がオープンするなど、本県への誘客促進を図る上で重要な地域になるもの

と期待されているところでございます。 

 本年６月30日に開始いたしましたみえ食旅パスポートの10月末時点の発給

数でございますが、前回と比べまして約2.3倍となる約６万6000部に達して

おります。特に、中南勢地域の発給数のシェアは34.3％ございまして、北勢、

中南勢、伊勢志摩、伊賀、東紀州の５エリアの中で最も高いものとなってお

ります。また、押印数、スタンプを押していただいた数でございますけれど

も、こちらも32.0％のシェアでトップとなっております。 

 朝津味、道の駅かわげといった新しい施設が中南勢地域の周遊を生み出す

という動きが出てきているということでございます。 

 このような新たな人の動きが生まれている津市北部地域におきまして、朝

津味をはじめ、さらには榊原温泉等の地域資源を結ぶ伊勢別街道を核として、

関宿等までも視野に入れた広域的な展開を図ってまいりたいと、このように

考えているところでございます。 

 このような地域資源という点を線で結び、さらに面で広げていくというこ

とが地域内の周遊性や滞在性を向上させることになりますし、もう一カ所、

もう一食、もう一品というような形で、本県が目指す観光消費額の増加につ
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ながるものと考えているところでございます。 

 津市北部地域の観光振興を推進するために設立されました地域連携ゾーン 

文化・観光交流研究会に県としても参画をしておりまして、関係団体等と一

体となり、地域資源の掘り起こしやワークショップ等による周遊性、滞在性

の向上に向けた検討など、地域の活性化に積極的に取り組んでまいりたいと、

このように考えております。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） せっかくの機会ですので、次に、これらに関連したアク

セス道路の整備についてもお伺いしたいと思います。 

 先ほど御紹介した二つの施設へのアクセス道路は、県道津関線です。御存

じのとおり、国道23号、伊勢自動車道、名阪国道、国道１号をつなぐ主要道

路です。 

 近年では、産業道路化の様相を呈しており、交通量は年々増加しています。 

 さらに、先ほどから申し上げていますように、観光拠点の整備により観光

客が大きく増加したことから、周辺地域では大変な渋滞が発生することもあ

り、その迂回路として、現在計画中の県道亀山安濃線高野尾バイパスの早期

着工を求める声が日増しに強くなっていると感じております。 

 そこでお聞きしますけれども、まず、現在計画中の県道亀山安濃線の整備

状況と今後の見通しについて伺います。 

 そしてまた、県道津関線の交通事情は、現在も利用者が多く、地域にとっ

ては大事な道路であり、県道亀山安濃線の整備効果をより生かすためにも、

県道津関線のバイパス整備も検討すべきと思うんですけれども、いかがで

しょうか。当局にお伺いいたします。 

○県土整備部長（水谷優兆） それでは、県道亀山安濃線と県道津関線につい

てお答えをさせていただきます。 

 県道亀山安濃線につきましては、津市高野尾町地内の豊里ネオポリス住宅

団地の入り口から県道津関線までの約1.4キロメートル区間を高野尾バイパ

スとして整備に取り組んでいるところでございます。現在、道路の調査、設
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計を進めているところです。 

 全区間の整備には多くの用地買収が必要なことから、工事着手に当たって

は、整備効果を早期に発現させるため、工区を分割して進めることを検討し

ております。 

 今後も引き続き、地元の協力をいただきながら整備に取り組んでまいりた

いと考えております。 

 次に、県道津関線につきましては、既に２車線道路として整備が完了して

おり、現在のところ改良の計画はございませんが、今後の交通量の変化など

を確認しながら的確に対応していきたいと考えております。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 最後に、このパネルを見ていただこうかなと思います。

（パネルを示す） 

 今日は名松線という公共交通をスタートに、県の中勢地域の活性化に向け

た観光、農業、道路など、様々な取組を確認させていただきました。 

 このように、公共交通や道路には人々の交流や経済活動を支える役割、地

域住民の日常生活を支える役割などがあります。 

 こっちが名松線で、この北部が今議論があったところですけれども、こち

らは、実は三重県地図になっておりまして、こういった地域が活性化するこ

とが、北へ、伊賀へ、南へ、東紀州へと広がっていくのではないかというこ

とを気持ちを込めてつくっておりますけれども、また、急速に進む少子・高

齢化に合わせて、ますますこの公共交通だとか、今も御答弁ありました道路

網の維持、確保の重要性が高まってきています。 

 今回、名松線を例として見てきましたように、公共交通と道路網を軸とし

て、今、観光局長も言われましたが、いわゆる点から線になります。そして、

線から面へとなるように、沿線の地域住民の、地域資源の連携を促して地域

の活性化を図っていくことが県全体の元気づくりにつながるものと考えてい

ますが、いかがでしょうか。 

 地方創生も含めて、最後に知事のお考えを伺いたいと思います。 
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○知事（鈴木英敬） 今おっしゃっていただいたような面にしていくための交

通ネットワークの充実は大変重要だと思います。それを関係機関と連携して

やっていきたいと思いますし、それを通じて、観光振興だけじゃなくて、産

業振興とか防災とか医療とか、様々な面に波及できることだと思います。そ

れが住民の幸福感につながって、この地域で暮らしていこうということに

なって、地方創生につながると思います。しっかり頑張っていきたいと思い

ます。 

   〔43番 青木謙順議員登壇〕 

○43番（青木謙順） 最後に知事から、名松線沿線はもとより、それぞれの地

域の課題に前向きに取り組んでいただくということでいろいろな例を挙げて

いただきました。地域の皆さんはもちろんのこと、きっとこの議事堂も喜ん

でいるのかなと思っております。 

 本日は、名松線のスピードで質問したかったんですけれども、リニア並み

の矢継ぎ早質問になってしまいました。今後もそれぞれの地域の課題に前向

きに、積極的に取り組んでいただくよう要望しまして、そろそろ私の一般質

問を終結させていただきます。ありがとうございました。（拍手） 

○副議長（日沖正信） 本日の質問に対し、関連質問の通告が２件あります。 

 最初に、山本里香議員の質問に対する関連質問の通告がありますので、こ

れを許します。６番 岡野恵美議員。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇〕 

○６番（岡野恵美） 山本議員の関連で、教育の諸課題について、学力向上の

ためには少人数学級の拡大を進めるべき、まずは25人下限の撤廃をという２

点について関連質問を行います。 

 ８月26日に津市から三重県に要望書が出されました。11月４日に回答が出

されたんですけれども、この要望書に基づきまして質問したいと思います。

（現物を示す） 

 県の迅速な取組を要望する項目の中で、38番、学力向上に向けて多様な活

用が可能な加配制度の創設、39番、小・中学校の30人以下学級の拡大と児
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童・生徒数の下限条件の撤廃が出されております。 

 38番の中では、県においては、現在学力向上を図るため少人数教育推進を

目的とした非常勤講師の加配をしていただいておりますが、県内各市町にお

いても学力向上を目的とした様々な取組を行っていますと評価した上で、39

番、小・中学校の30人以下学級の拡大と児童・生徒数の下限条件の撤廃を求

めております。要望事項はこのように書かれております。県においては、少

人数教育推進事業として小学校１、２年生の30人学級、中学校１年生での35

人学級を実施しているところですが、１クラス25人未満の学級編制はできな

いとされています。本市では、30人以上の学級が、小学校では約25％、中学

校では約70％を占めており、30人を超える学級が多くなっているのが現状で

す。不登校、いじめなどの生徒指導や通常学級における発達障がいの児童・

生徒への支援、また学力の向上、定着を図る上で、30人学級の実現は非常に

重要であることから、少人数教育推進事業を全ての学年に拡大するとともに、

25人の下限条件を撤廃し、真の30人学級の実現を要望します。このように津

市からも要望書が出ているわけであります。 

 山本議員の質問に対して教育長は、小学校１、２年生の少人数学級をする

ためには４億5600万円が必要だというふうに答弁されました。解消するため

には95人の先生方の人件費として、この４億5600万円が必要だそうですが、

この際、実現していただきたいと思うんです。再度お尋ねします。 

○教育長（山口千代己） 教職員の多忙化が進む中で、教職員が子どもたちと

向き合い、あるいはきめ細かな指導をするための少人数教育は必要だと認識

しているところでございます。 

 これまで本県では、国の加配定数を活用いたしまして、県独自の取組とあ

わせて、みえ少人数学級を進めてきたところでございます。 

 先ほど、下限をとるための教員数は、平成28年度で95人と申し上げました。

そんなみえ少人数学級を展開しておる中で、一方、県では、限られた財源の

中で県単独で少人数教育のため52人、少人数授業や他学年への学級編制を可

能とするため52人、児童・生徒支援のため34人、生徒指導のための加配とし
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て30人など、教育課題の解決のために149人の定数加配とともに、少人数教

育を行うために非常勤講師を配置しているところでございます。さらに、増

え続ける特別支援学級の設置認可数でございますが、平成24年度は887クラ

スが、28年度、今年度は1020クラスに増加、外国人児童・生徒は、平成28年

５月１日現在で、小中県立学校合わせて2058人となり、これらの対応も学校

や市町教育委員会では切なる要望と考えており、議員御指摘の提案について

は非常に厳しいものがあろうかと思っております。 

 そのような中、文部科学省の平成29年度概算要求では、次世代の学校指導

体制実現構想として一定の定数改善案が示されたものの、少人数学級編制の

推進に向けた内容は示されませんでした。定数改善案につきましては、具体

的には、発達障がいなどの児童・生徒への通級による指導や外国人児童・生

徒などに対応する特別な指導に必要な教員について基礎定数化を図るなど、

４万5400人の自然減に対して、平成38年度までに２万9760人の定数改善を

行って、来年度につきましては、3060人の定数を改善する旨の要求が出され

たところでございます。 

 そのような中、11月の国家予算要望では、小学校２年生以降の学級編制標

準を引き下げること、あるいは複式学級、特別支援学級の学級標準編制を引

き下げることなど、３点にわたって要望をしたところでございます。そのよ

うな中、財務省は、今後10年間の児童・生徒の減少を見込んで、約４万9400

人の教職員定数削減は可能としておるところでございます。 

 本日も、文部科学省と財務省とで教職員定数をめぐるやりとりが報道され

ており、年末決着に向けて予断を許さない状況になっております。 

 本県でも、少子化に伴い、基礎定数の減少が見込まれるわけですが、学校

や市町教育委員会からの要望の強い加配定数の確保に努めてまいりたいと

思っておるところでございます。 

 以上です。 

   〔６番 岡野恵美議員登壇〕 

○６番（岡野恵美） ぜひ、根本的には国に要望していただくということで、
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そのことは強くお願いしたいと思いますが、知事に対しても、４億円何がし

の下限条項を撤廃するために必要なお金はそれぐらいだということで、もと

もと三重県は進んでいたわけですね、少人数学級が。ですから、みえ30人学

級とかみえ35人学級ということで少人数学級を進めてきて、先取りをして

やってきたんですけれども、しかし、逆転現象が今生まれていて、実際に、

私は、そのための改善が必要だと思います。特に、私が前に行った一般質問

でも、子どもの貧困の問題を取り上げました。 

  私の孫の通っている小・中学校は、特に深刻な地域でして、子どもの貧困

が非常に多い地域です。たくさんの課題があります。そのために加配教員が

たくさんおっていただくんです。ですから、私たちはありがたいんですが、

しかしながら、問題点は細切れなんです。あの先生、おったと思ったらもう

おらんのだ、あの先生、おったと思ったらおらんようになるということで、

１人の子どもに対してずーっとそのことを見続けて、そして、一人ひとりを

大切に育てていただくというようなことが、校長先生としては非常に苦労し

ていらっしゃるわけですね。 

 現実的には、小学校１年生、今33人なんです。みえ30人学級があれば、下

限条項がなかったら、２クラスになっているんです。でも、33人で１クラス

です。ですから、ティーム・ティーチイングとか、いろんなやり方で苦労さ

れてみえまして、津市でもいろいろと努力をされて加配をつけていただいて

おります。加配をスマイルハートサポーターとか、生きる力育成サポーター

とかいろいろつけていただいているんですけれども、子どもをずーっと見て

いただくというような、やっぱり担任がしっかりと少人数で子どもたち一人

ひとりにかかわって、そして、その子の学力を保証していただくということ

が何よりも必要なんです。 

 私は、学力テスト云々というよりも、やっぱり一人ひとりの子どもに寄り

添うような少人数学級、先生たちを増やしていただきたい。しっかりと担任

の持てる先生たちを増やしていただきたいと思うんです。一番の私たちの問

題、父兄の問題ももちろんあります。地域の問題もあります。しかし、それ
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を克服するために私たちも努力をしているわけです。それをやっぱりサポー

トしていただくのが県政の仕事だと思いますので、よろしくお願いします。 

 終わります。（拍手） 

○副議長（日沖正信） 次に、青木謙順議員の質問に対する関連質問の通告が

ありますので、これを許します。44番 中森博文議員。 

   〔44番 中森博文議員登壇〕 

○44番（中森博文） 青木議員の質問に対しまして関連質問をさせていただき

たいと思います。 

 名松線沿線にかかわる課題についてということでございます。 

 さきの３月26日に名松線が開通していただきまして、私も出席させていた

だきました。その日は、思い出せば、ちょうどほかの新幹線の開通日と同じ

日でございまして、マスコミは、さすがにテレビでは北海道新幹線の開通式

の様子を映し出されておりましたけれども、カメラマンが相当やはり多く来

てくれまして、津市美杉町奥津のほうにたくさんのカメラマンがそろいまし

た。ちらっと私も行かせていただいて、あるカメラマンとお話をさせていた

だいたら、プロのカメラマンには北海道新幹線を撮影に行って、それを写真

に撮られて何らかの情報提供をするというカメラの仕事をしている人が多い

んですけれども、アマチュアカメラマンにとっては何の魅力も何ともないと。

名松線の開通が日本にとってというのか、本当に田舎にとってニュース性が

高くて、こんな珍しいことはないと、まれに見る事象だということからする

と、アマチュアカメラマンにとっては非常に重要な写真撮影というのか、そ

の日ということでございまして、私もそれを聞いて、あっ、なるほどなとい

うふうに感動したわけであります。 

 特に、いろいろと苦労されたお話は、当然県や市やＪＲやそれぞれ御担当

の方や関係者もさることながら、地元の人があれだけお祝いにかけつけて、

ちょうちん行列も初めてする大きなお祭りにしていただいたということは、

非常に地域の活性化に本当に名松線が大きくうまいこと立っているのかなと

いうふうに思っているわけでございます。青木議員も西の玄関口奥津とおっ
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しゃいましたけれども、実は名松線というのは、先ほどの繰り返しになりま

すけれども、名張と松阪を結ぶ線ということが当初の起こりだというふうに

も伺っているわけでありまして、名張から奥津までのバス路線がございます。

当然、名張まで線路を引いてくれということはさすがに申し上げることはな

いんでしょうけれども、必ずバス路線として奥津までバスがつながっている

ということは、非常に何らかの意味があるのかなというふうに思っておりま

す。 

 今は、東大和西三重観光連盟が結成したり、いろんなブームというんです

か、ハイキングブーム、ウオーキングブームがあったりする中で、名張駅の

乗降客などを見ますと、さすがに通勤客は減ったものの、一般普通券の利用

が多くなっているというのが分析されておりまして、奥津へ行っていただい

たらいいんですけど、実は曽爾村へ行っているというのが分析結果でござい

ます。ハイキングなど、今はさすがにススキの名所であります曽爾村のほう

へ行っているわけでありますけれども、やはりもっともっと名張駅でおりて、

ススキもいいんですけれども、奥津へ行ってほしいなと、こんな思いもある

わけであります。そのためにも、国道整備がやはり課題になるということが、

バス会社やいろんな関係者の話であります。 

 先日、美杉町太郎生のほうの地域の会合がありまして、やはり些細な、こ

れは名張市工区の上長瀬にあります何とかのバス停のところにあるクリの木

の枝が張って、対向するときに見えにくいんやわなと、こんな話を青木議員

から私どもに連絡をいただきまして、そういう枝打ちをしてほしいと。こん

なちっちゃなことも太郎生地区の方からすると非常に大きな、名張にかかわ

る、通勤、通学、いろいろなお買い物、いろいろなこと全部含めて国道368

号を利用していただいているという津市と名張市間の本当に重要な路線でも

ありますし、いろんな意味で重要な路線であります。 

 そこで質問させていただきますのは、かねてより質問させていただいてお

りますけれども、伊賀市の南北縦断の国道368号の４車線化及び長瀬工区の

改良整備、太郎生工区の改良整備がまだ未整備ということで、これにつきま
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しては、非常に進捗が遅れているのではないかとか、なかなか進まないので

はないかというのが市民から、県民から言われているわけであります。 

 改めて、重要であります今御答弁いただきました、一部４車線化開通して

いただきました路線の北側であります、名阪国道との連結であります大内橋

の橋をもう一本つけないと４車線化はできませんので、その進捗をお伺いし

たいのと、あわせて、名張市側では桔梗が丘駅の跨線橋の桁を乗せるという

ことがこれから大きな仕事になるのではないかなということです。その実施、

平成28年度、29年度の予定をお聞きしておきたいと。 

 あわせて、上長瀬工区の橋が３本必要ですけど、１本はできております。

あと２本、していただかなくてはいけないこともあります。そこについても

地元の理解が非常に得られておりますので、その点については進捗状況をお

願いしたい。 

 最後に、太郎生工区、これはやはりルートがまだ決定していないのではな

いかと私は聞いておるんですけれども、それもルートを決定していただいて、

見通しを立てていただきながら、地域の連携の重要な路線の整備を進めてい

ただきたいなと、こういうことを希望して質問をさせていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

○県土整備部長（水谷優兆） 国道368号の四つの工区についての進捗状況に

ついての御質問をいただきましたので、北から順番にお答えをさせていただ

きたいと思います。 

 まず初めは、名阪国道上野インターチェンジの南側にありまして、木津川

を渡る大内橋の状況でございますが、今年度は下部工工事に着手し、順次橋

梁整備を進めていきたいと考えております。 

 また、名張市内の桔梗が丘工区の４車線化につきましては、現在工事中の

近鉄跨線橋の下部工耐震補強工事に引き続き、今年度から上部工工事に着手

していきたいと考えております。 

 次に、長瀬工区については、既に供用している約800メートルの区間に加

えて、平成28年９月２日には新布施橋を含む400メートル区間の供用をした
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ところでございます。残る区間につきましても、バイパス区間でありますこ

とから、まずは用地買収の早期完了に向けた取組を進めていきたいと考えて

おります。 

 残る津市内の下太郎生工区でございますが、これにつきましては、津市美

杉町下太郎生地内で約３キロメートル区間の整備を予定しております。事業

区間が３キロメートルということで、長くございますので、三つの工区に分

けて整備を進めていこうと考えております。名張市内の県道拡幅工区側から

整備を進めていきたいと考えておりまして、今年度は、カーブがきつく、視

界が悪い区間についての整備に取り組んでいきます。 

 今後も、円滑に次の工区の工事に着手ができるよう、ルートの選定であり

ますとか用地買収を進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

   〔44番 中森博文議員登壇〕 

○44番（中森博文） ありがとうございました。 

 10月31日でしたか、予算決算常任委員会の平成27年度決算総括質疑で青木

議員が質問して、私、質問させていただいて、その日に、国道368号改修期

成同盟会の方々が要望に来ていただきまして、そのときに、もちろん伊賀市、

名張市、津市、松阪市、多気町、奈良県の御杖村の方が来ていただきました。

その中で、今まさにその重要性をお話もいただいたわけでございます。 

 昨日は昨日で、名神名阪連絡道路、それと国道422号ということで、伊賀

地域にかかわる重要路線の要望が目白押しと、こんなことで、非常に地域や

関係団体等々の思いが結集しているのではないかなと、このように感じてい

るところでございます。 

 伊賀地域におきます道路整備、非常に遅れているところもございますけれ

ども、引き続き整備促進につきまして、よろしくお願い申し上げまして、

青木議員の関連質問とさせていただきます。ありがとうございました。（拍

手） 

○副議長（日沖正信） 以上で、本日の県政に対する質問を終了いたします。 
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 これをもって本日の日程は終了いたしました。 

 

休          会 

○副議長（日沖正信） お諮りいたします。明30日は休会といたしたいと存じ

ますが、御異議ありませんか。 

   〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○副議長（日沖正信） 御異議なしと認め、明30日は休会とすることに決定い

たしました。 

 12月１日は、引き続き定刻より県政に対する質問を行います。 

 

散          会 

○副議長（日沖正信） 本日はこれをもって散会いたします。 

午後３時19分散会 

 


